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１ はじめに
失われた１０年，２０年と言われるように長期の経済低迷のつづく中で，
日本企業は少子高齢化をはじめ，国際競争の激化，環境・エネルギー・
資源問題など多くの中長期の課題に直面している。今日の少子高齢化や
産業空洞化に伴う市場変化への対応，ないし製品の標準化やコモデティ
化等による過当競争の状態から脱却し，安定した企業成長のためには，
新製品や新技術の開発，新市場の開拓などのイノベーションを促進して
いくことが急務となっている。しかも今後社会発展の制約要因となって
いる温室効果ガスの削減など地球環境の問題を解決し，持続可能な社会
発展に貢献するエコイノベーションの推進が求められている。
エコイノベーションは，差別化された競争力ある製品やサービスの提
供により収益を確保しつつ，地球環境の保全など自然との共生を同時に
実現し，社会変革をもたらしていくことである。今日の多様な社会的課
題の中で，環境・資源・エネルギー問題など自然環境に対して有益な価
値を提供し，事業として社会で受容され，持続発展可能な社会変革を実
現することがエコイノベーションである。いわばこれからの持続発展可
能な経済社会は，エコイノベーションを原動力として実現されるとも換
言される。またそうした認識の下で，エコイノベーションの推進が関係
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省庁で提言され，取り組まれている１）。
とはいえ，企業の業績が低迷し，かつ資源・エネルギーの制約が強ま
り，社会的課題としての環境問題への対応が厳しく問われる中で，新し
いないし高付加価値のエコ製品や環境技術を生み出し，社会で受容され，
同時に事業収益へ結びつくようなエコイノベーションに向けた企業の開
発投資が積極的に促されるとは限らない。そこから，既存の技術シーズ
に基づく新製品や新技術の開発にとどまらず，社会的課題である環境問
題に配慮し，経済性と社会性の両立する持続発展可能な社会変革を実現
するエコイノベーションの推進に向けた開発のあり方が重要な課題と
なってくる。
また迅速かつコスト合理的な開発という経済性の追求と同時に，環境
問題への対応という社会性を追求するエコイノベーションに向けての開
発には，複合的な科学技術の知識が必要となる。そのため自社だけでな
く，より広範な外部の開発力を戦略的に活用していくオープンイノベー
ションによる開発体制の構築が，なかでも高度な科学技術的知識を保有
し，社会的課題への対応として社会に開かれた立場にある大学等との連
携が求められることとなる２）。
そこで本研究では，経済性と社会性を同時に追求する環境問題への対
応を中心としたエコイノベーションの推進に向けた開発にあたって，な
かでも社会的課題の解決に向けて社会へ開かれた研究成果の発信や科学
１）エコイノベーションの推進による環境問題への対応を通して成長戦略を推進
する政府の提言として，「イノベーション２５」（平成１９年６月１日閣議決定），
「２１世紀環境立国戦略」（平成１９年６月１日），「経済成長戦略大綱」（平成１９
年６月改定）及び「経済財政改革の基本方針２００７」（平成１９年６月１９日）など
がみられる。
２）エコイノベーションの推進に関する調査研究として，産業構造審議会『イノ
ベーション創出の鍵とエコイノベーションの推進』２００７年７月，日本工学ア
カデミー『産業界・学界におけるエコ・イノベーションの推進に関する調査
報告書』２００９年３月などがあげられる。
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的研究リソースの活用が図られる産学連携に注目し，その意義と課題お
よびマネジメントについてみていく。具体的には，エコイノベーション
の求められる社会的背景を踏まえ，環境問題へ対応する環境経営の意義
を，経済性と社会性を同時に追求するサステイナブル経営の視点から，
なかでも環境配慮型製品を中心とした環境技術の開発特性についてエコ
イノベーションの関係からみていく。さらに広範な開発力の活用を必要
とするエコイノベーションの推進に向けた技術開発のあり方を，社内外
の開発力を戦略的に活用するオープンイノベーションとの関係の中で概
観する。そのオープンイノベーションの中で産学連携を位置づけ，エコ
イノベーションの推進に向けた技術開発に対する産学連携の意義と課題，
マネジメントについてみていく。
２ 環境経営
１）サステイナブル経営
⑴ 社会的課題
現在，日本企業の直面する社会的課題の１つとして，１９９０年の１２２万
人，２０１０年の１０７万人と出生数の減少が進む一方で，２００５年の２０％だっ
た６５歳以上の高齢者人口比が２０２４年には３０％にまで進むと予測される少
子高齢化による内需や労働人口への影響があげられる。第二に，CO２の
抑制など地球環境の保全を中心とした環境問題をはじめ，原発問題に端
を発するエネルギー問題の解決，および３９％という我が国の低い食料自
給率の解消をめざす資源問題への対応があげられる。
こうした少子高齢社会の中で，将来の内需拡大を考慮し，かつ環境や
資源，エネルギー問題へ配慮しながら，安全・安心を含む多様化する市
場ニーズへ対応していくことが大きな社会的課題となっている３）。しか
も国際競争の激化が懸念される状況下で，これらの社会的課題へ対応し
ていく場合，単に機能や価格面での優位性を追及する経済性だけでなく，
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環境問題への対応といった自然環境との共生に配慮した社会性を同時に
追求する新製品や新技術を開発し，市場で受容されるような社会変革を
図るイノベーションへの取り組みが求められている。
いずれにしても多様化した市場ニーズへの対応を含めた地球環境に関
する社会的課題へ対応する企業のイノベーション活動は，単に企業の社
会的責任としてだけでなく，企業の信用やブランドイメージにも大きな
影響を及ぼし，企業の競争力を高める重要な課題となっている。した
がってサステイナブル経営を実施するには，企業競争力のある事業とし
て，またその結果，社会の持続可能な発展を図る戦略としてのビジネス
モデルの構築が必要となる。
⑵ サステイナブル経営の志向
社会的課題への対応をはじめ，企業を取り巻く経営環境が大きく変化
する中で，それに対応した新たな企業経営のあり方として，社会と企業
の持続的な成長，発展を目指す「サステイナブル（持続可能な発展）」
経営が注目されている４）。企業にとって潜在的なビジネスの機会となる
社会的課題へ果敢に取り組むことで，新たな事業機会や企業価値が創出
され，同時に社会的課題への対応が期待される。このことから，社会的
課題の中から企業成長の機会となる社会ニーズや技術シーズなどの要素
を抽出し，それらを経営戦略の中に組み込んで実践していくことが，企
業価値の創造と社会的課題の解決を同時に実現することにつながる。そ
３）社会的ニーズとして製品の安全・安心への関心が高まり，企業による安全・
安心に向けた製品の開発や供給が，単に企業の社会的責任であるばかりでな
く，企業の価値創造や競争力の向上につながることについては，商工総合研
究所『製品の安全安心と中小企業』２０１２年３月を参照。
４）環境問題など社会性を重視するサステイナブル経営の重要性の指摘について
は，企業活力研究所『CSRの戦略的な展開に向けた企業の対応に関する調査
研究報告書』２０１１年３月，生田孝史「サステナブル・コーポレーションへの
変革」『研究レポート』富士通総研経済研究所，№１８６，January，２００４年など
を参照。
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の中で，企業による社会的課題としての環境問題への対応は，新たな企
業成長の機会となり，同時に社会全体の持続可能な発展を目指すサステ
イナブルの視点から取り組む事業経営と言える。
こうした取り組みとして，例えば社会的課題として「大量生産・大量
消費文明の限界」や「少子高齢化」を明確に踏えた上で，その社会的課
題に対して「地球環境との共生と健康で快適な生活」という経営理念を
掲げ，その下で自社の成長発展をめざす経済性の追求と同時に社会的課
題の解決に向けて，エネルギー問題に貢献するリチウムイオン電池のセ
パレータ事業をはじめ，耐用性や自然環境との調和や快適性に配慮した
住宅事業，医療やIT活用による健康生活サポート事業に取り組み，サ
ステイナブル経営を実践している旭化成グループのケースが既にみられ
る５）。
いずれにしても社会的課題の中から企業成長の機会となる社会ニーズ
や技術シーズなどの要素を事業戦略に組み込み，新たな企業価値の創造
に向けてサステイナブル経営を志向することは，社会的課題としての環
境問題へ対応すると同時に，潜在的な市場を新たに開拓し，事業成長の
機会となり，企業競争力の源泉となることから，ビジネスの展開にとっ
ても有益であるといえる。
２）環境経営の特質
社会的課題としての環境問題を解決すると同時に企業成長を実現する
サステイナブル経営を実施していく上で，とくに社会的課題の中で環
境・資源・エネルギー問題への対応を図る事業経営として環境経営が注
目される。環境経営とは，「企業活動に環境の視点を組み込み，環境性
５）永里善彦ほか「企業のモノづくりと環境経営」『日本情報経営学会誌』Vol.３３，
№１，２０１２年，７６～８０頁，『旭化成グループCSRレポート２０１２』，１２～２３頁。
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と経済性の向上を目指すこと」と在間により規定されているように６），
事業活動において一般に追及する経済性と環境問題への対応という環境
に配慮した社会性を同時に追求する経営が環境経営と言える７）。
また環境経営に関連し，人間生活と自然との調和・共存を目指すエコ
ビジネスについては，エコとしての地球環境との共生や自然環境との調
和を重視した技術，製品，サービスの提供を通してビジネスとして収益
を得る事業活動と規定できよう。このように規定されるエコビジネスは，
通常のビジネスとして追求するコスト優位性や機能的便益性ないし貨幣
価値の他，廃棄物やCO２の削減など特定の顧客のみを対象とした貨幣価
値で把握し難い地球環境との共生や自然環境の重視といった社会全体で
享受する社会的価値を同時に追求するという特徴をもつ。
そのため環境経営にあたっては，優れた技術や製品を経済合理的に開
発，製造し，それを社会全体の持続的発展のための事業収益と同時に，
環境保全へ結びつけていくことが重要な課題となる。その場合，企業の
提供する製品・サービスの価値は，一般に製品・サービスの使用を通し
て充足される顧客にとっての客観的な機能的評価による「機能的価値」
と，特定の顧客に限らず社会全体によって評価される「社会的価値」と
からなる８）。特定の顧客に対して機能や品質に優れた客観的な機能的価
値を低コストなど経済合理的に開発し，製造することを目的とするのが
６）在間敬子「環境マネジメント」京都産業大学経営学部編『マネジメントを学
ぶ』ミネルヴァ書房，２００８年，２１４頁。
７）環境経営については，「水，大気，土壌などへの悪影響ならびに廃棄物，騒音，
エコシステムに関連する問題を測定・防止・削減・最小化・改善する製品お
よびサービスを提供する活動から構成される」とのOECDによる定義がみら
れる。Organization for Economic Co-operation and Development, The envi-
ronmental goods and services industry , OECD,１９９９, p.９.
８）機能的価値と社会的価値の規定や内容については，延岡による機能的価値と
意味的価値を参照。延岡健太郎「オープン・イノベーションの陥穽」『研究
技術 計画』Vol.２５，№１，２０１０年，７４～７６頁。
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経済性の追求であり，基本的に特定の市場ニーズや競合企業との関係の
中で決定される。他方で，社会的な環境問題への対応など社会全体の持
続的発展のために受容されるよう社会的価値として開発し，製造するこ
とを目的とするのが社会性の追求で，社会としての様々なステークホル
ダーとの関係の中で決定される。そのため，企業が先端の環境技術に基
づいて社会全体に配慮した機能的に優れた製品を経済合理的に開発，製
造したとしても，社会全体が社会的価値としてそれを評価，受容しなけ
れば社会性は追求されないこととなる。他方で，企業が社会全体にとっ
て社会的価値として評価，受容される社会性を追及するには，市場ニー
ズへの適合はもとより，競合企業との差別化を図り，模倣されない機能
やコスト優位性による経済合理性を同時に追求するような事業活動が不
可欠となる。
いずれにしても環境経営にあたっては，特定の市場ニーズに対する機
能やコスト面での経済性のみを追求し，地球環境など社会全体に受容さ
れる社会性の追求を軽視すると，本来企業の創出する価値によって成立
する社会がいずれ大きな問題を抱えることとなる。逆に社会性の追求を
過度に重視することは，短期的にはコスト合理性としての経済性の観点
から競争力を喪失することにもなりかねない。そのため環境経営にあ
たっては，経済性と同時に社会性を追及するような技術開発やビジネス
モデルの構築が課題となる。
こうした課題に対して，例えばSoftware Imaging社（英国）のトナー
量を節減するソフト「トナーセーバー」を基に，ソフトウェアの開発・
販売を行う株式会社スプライン・ネットワーク（渋谷区）は，消費者に
とってトナー使用量の節減によりコスト削減のメリットが享受できる差
別化を追及する経済性と同時に，結果として廃棄するトナーカートリッ
ジを抑制することで，環境負荷の低減に繋がる環境に配慮した社会性の
追求を併せ持つソフトウェアを独自に改変，開発している。こうした開
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発を通して，トナー削減ソフトの市場で他社製品に対して競争優位を発
揮し，高いシェアとリピート率を実現する経済性の追求と同時に，環境
に配慮した社会性を追求する開発のケースがみられる９）。
いずれにしても環境問題への対応をビジネスとして促進する環境経営
では，製品・サービスの機能・品質やコスト競争力の向上を図る経済性
に加えて，環境に配慮することで企業イメージの向上ないし環境負荷や
環境リスクの軽減といった社会全体に評価される社会性を同時に追求す
ることが求められる。また社会性を追及する環境経営は，総じて地域社
会や関係者に受け入れられ，企業の信用力や従業員のモチベーションの
向上を促し，その結果企業業績にも反映しやすい事業活動ともいえる。
３）環境経営への取り組み
こうした環境経営への取り組みは，従来の公害対策に加え，とくに地
球温暖化などの環境問題が深刻化した１９９０年代に入り，なかでも１９９６年
のISO１４００１（環境マネジメントシステムの国際規格）の認証取得の増
大にみられるように１０），世界的にも地球環境の持続可能な発展の重要性
９）海上泰生「環境保護機運の高まりに対応して中小企業がとる企業行動の実態」
『日本公庫総研レポート』日本政策金融公庫総合研究所，№２０１２―４，２０１２年８
月３１日，５２～５６頁，㈱スプライン・ネットワークプレスリリース，２００８年５
月２７日，２００８年７月４日。
１０）日本企業によるISO１４００１の取得状況を，KPMGの２０１１年度調査よりみると，
２００９年で日本企業は３５，５７１件で，中国の３９，１９５件に次いで多くなっている。
KPMGかずさサステイナブル株式会社『CSR報告に関する国際調査２０１１』，１０
頁。また環境マネジメントシステムの国際規格であるISO（国際標準化機構）
１４００１の取得について，「環境にやさしい企業行動」（環境省調査）によると，
「認証を取得した（一部事業所での認証も含む）」企業の割合は，上場企業で
８０．３％，非上場企業で５２．２％となっている。取得による具体的な効果につい
ては，「社員の環境への意識の向上」が９０．６％と最も多く，次いで「環境負荷
低減」が８１．５％，「社外評価の向上」が４８．６％，「コスト削減」が４７．７％となっ
ている。環境省『環境にやさしい企業行動調査結果［概要版］』２０１３年３月，２
～３頁。
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が認識され，さらに日本の環境政策も規制から経済的支援へと転換した
ことから，環境負荷の低減など環境対応への事業活動が拡大し，多くの
日本企業による環境経営への取り組みが活溌化している。このように環
境経営への取り組みは，法規制や市場ニーズへ受動的に対応する，ある
いはコスト負担や自発的に環境負荷の低減活動に取り組むといった対応
を越え，いまや経済性としての企業収益の創出と地球環境の保全を図る
社会性の追求を同時に実現するサステイナブル経営として取り組まれて
いる。
そこで，環境経営への取り組みの実態について，日本政策金融公庫総
合研究所の調査から改めてみていく１１）。まずは，環境問題としての取り
組み内容については，「廃棄物の削減」が４２．７％と最も多く，次いで「エ
ネルギー消費量の削減」（２９．９％），「包装・梱包資材の削減」（２５．０％），
「環境に悪影響があるとされている化学物質の利用の削減」（２０．１％），
「リサイクル可能な原材料の使用」（１９．０％）と，環境負荷の軽減や環
境リスクを削減する，ないしリサイクル関連での取り組み内容が多く
なっている１２）。それに対して，「自然エネルギー（太陽光，風力など）
の導入・利用」や「排熱の回収・利用」といった新技術の利用を要する
環境問題への取り組み内容の少ないことが分かる。その中で，新製品や
新しいビジネスによる具体的な環境問題への取り組み内容については，
「費用をかけて処分していたものを新たな製品として販売」の３１．５％を
はじめ，「省エネルギー機器の開発・製造・販売」の２５．７％，「自然エネ
１１）松原直樹ほか「中小企業による環境問題への対応」『日本公庫総研レポート』
日本政策金融公庫総合研究所，№２０１０―６，２０１１年３月２９日，７，９，２８～２９，
３１頁。
１２）事業内での重要な環境課題として，「環境にやさしい企業行動」（環境省調査）
によると，「資源・エネルギーの利用」が７６．９％と最も多く，次いで「廃棄物」
の７５．１％，「温室効果ガス」の５８．４％，「資源の循環的利用」の４９．９％と，リ
サイクルを含めた資源・エネルギーおよび廃棄物関係での環境問題が重視さ
れている。環境省，同上調査結果，１頁。
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ルギー事業（太陽光発電，風力発電等）に進出」の２１．０％など省エネや
自然エネルギー関連での新規事業による取り組みが活発となっている。
次いで取り組み動機をみると，「コスト削減」の５５．４％が最も多く，
次いで「企業の社会的責任」（３９．１％），「取引先に要請」（２２．９％），「社
会・地域貢献」（２２．２％）と続いている。このことより，環境問題への
取り組みが企業の社会的責任や社会・地域貢献のためばかりでなく，今
やコスト削減や取引条件として，いわば社会的責任の社会性と同時に，
コスト削減など競争力の強化に資する経済合理性の追求を配慮した中で
取り組まれていることが窺われる１３）。
さらに中小企業が環境問題へ取り組んだことによるメリットについて
は，「経費の削減」の４０．５％が最も多く，次いで「企業イメージが向上」
（２１．１％），「従業員が自発的に仕事に取り組むようになった」（１１．０％），
「従業員の士気が向上した」（１０．７％）など従業員関連でのメリットの
他，「新製品や新しいビジネスが生まれた」の７．６％など環境問題への取
り組みにより７割近くの中小企業で何らかのメリットがみられている。
かわって取り組み上の問題については，「環境への効果が分かりにく
いため，継続する意思を保つのが難しい」が３８．０％と最も多く，次いで
「負担の割に事業上のメリットがないので，継続する意思を保つのが難
しい」（３３．０％），「環境関係の新しい法律や条例を知る機会が少ない」
（１８．４％）と，環境問題への対応による経営上の効果をはじめとした具
体的な効果の把握が困難など何らかの問題を抱えている中小企業が
７２．２％でみられる。この環境問題への中小企業の取り組みによる社会に
及ぼす影響が具体的に捉えにくく，明確な事業評価の難しい問題から，
環境経営への取り組みに負担が感じられ，具体的なメリットに直結し，
１３）「環境にやさしい企業行動」（環境省調査）では，「社会的責任」を目的に環境
経営に取り組む企業が最も多く８０．０％を占めている。環境省，同上調査結果，
１頁。
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見合わなければ環境経営への取り組みが継続されないという危うい状況
にあることが窺われる１４）。
さらに今後の取り組みについては，「取り組みを拡充したい」が３３．８％，
「現状のままでよい」が６３．９％であるが，「取り組みを縮小したい」は
２．４％と，環境問題への取り組みを縮小する中小企業はほとんどみられ
ない状況にある。他方で，拡充したい取り組み内容については，「廃棄
物の削減」が６５．６％と最も多く，次いで「エネルギー消費量の削減」の
４６．４％，「包装・梱包資材の削減」の３４．７％，「リサイクル可能な原材料
の使用」が２９．９％と，拡充するに当たって設備投資の「必要ではない」
の回答が５７．９％と，既存の設備で対応するケースの多いことと合わせて，
廃棄物やエネルギー消費量の削減という現在の環境問題への取り組み内
容を延長する方向での取り組み内容となっている。
４）環境配慮型製品への取り組み
環境経営において環境に配慮した製品がエコプロダクツであり，その
中で環境負荷の低減など環境に配慮し，かつ差別化を図った製品やサー
ビスが環境配慮型製品である１５）。環境に配慮する項目としては，３R（Re-
duce：リデュース，Reuse：リユース，Recycle：リサイクル）の推進
をはじめ，CO２排出の削減による地球温暖化の防止，鉛，ハロゲン，６
１４）環境ビジネスを促進するにあたっての問題点について，「環境にやさしい企業
行動」（環境省調査）では，「消費者やユーザーの意識・関心がまだ低い」が
４７．６％と最も高く，次いで「現状の市場規模では採算が合わない」が３８．２％，
「国等の支援が十分にない」が３５．５％，「追加的投資のリスクが高い」が３４．２％，
「アイデアやノウハウが不足」が２７．８％と，環境ビジネスに対する認識不足
をはじめ，環境ビジネスに対する採算性のリスクから投資の控えられる問題
が窺える。環境省，同上調査結果，８～９頁。
１５）環境配慮型製品については，「地球環境に与える負荷を低減するように設計さ
れた製品」との生田による規定がみられる。生田孝史「環境マーケットとプ
ロダクトブランドに関する考察」『Economic Review』２００２年１月，５７頁。
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価クロムなど有害物質の削減等を図るクリーン化があげられる。した
がって環境配慮型製品は，大気汚染や水質汚濁などの公害問題をはじめ，
製品製造以前の資源採取から使用，使用後の廃棄されるまでのライフス
テージ全体にわたり地球に与える環境負荷やリスクを低減するよう環境
に配慮した社会性と同時に，機能や品質，コストなどで差別化を図る経
済性を追及した製品で，サステイナブルな環境経営における代表的な製
品・サービス事業といえる。
環境経営として環境保全など自然環境との共生社会の構築が重要な課
題となる中で，ビジョンとしての差別化を図る環境配慮型製品への取り
組み状況について，中国経済産業局による調査からみていく１６）。環境配
慮型製品への取り組みとしては，環境経営への取り組み内容と同様，コ
スト削減に直結し，中小企業でも比較的取り組みやすい「廃棄物処理・
リサイクル」分野の７１．９％及び「温暖化対策・省エネ」分野の４６．０％に
よる取り組みが比較的高い取り組み分野となっている。
次いで，環境配慮型製品の製造・販売の目的としては，「環境への貢
献」が８７．３％と最も多く，「売上増加」を主要目的としている企業は
４１．３％であり，環境経営への取り組み内容と同様，企業の社会的責任と
いう社会性の他，売上増加という経済性の目的により環境配慮型製品の
製造・販売に取り組まれている。また「取引先からの要求」による製造
目的は２８．６％であり，取引先を含むステークホルダーに配慮した製造目
的もみられる。さらに省エネ型家電製品や低排出・低燃料型自動車を含
む環境誘発型ビジネスの環境市場が，２０００年の４１兆円から２０２５年には
１０３兆円への市場成長が見込まれる中で１７），環境配慮型製品の製造・販
売に関して，多くの企業で従業員のモチベーション向上をはじめ，企業
１６）中国経済産業局『中国地域における環境調和型製品等の「環境力」の「見え
る化」に関する調査報告書』２００９年３月，７～９，１３頁。
１７）環境省編『平成１６年度版環境白書』ぎょうせい，４０頁。
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の信用や取引先からの信頼向上，新規顧客の開拓，売上向上等概ね及び
十分な効果があったとの評価が８割を超え，環境経営として環境配慮型
製品への取り組みによる効果が十分に認識される。
いずれにしても環境配慮型製品の導入などエコイノベーションの推進
は，環境問題への対応など社会的課題の解決に資すると同時に，売上高
の増加や従業員のモチベーション向上，新規市場の開拓や取引関係の構
築などのイノベーションを引き起こし，持続発展可能な社会を実現する
意義をもっている。
３ エコイノベーション
１）エコイノベーションとは
社会性として社会全体の環境保全と売上高などの経済性を同時に追及
することで持続発展可能な社会変革をもたらすイノベーションとして，
エコイノベーション（Ecoinnovation）が注目されている。しかしなが
らエコイノベーションに対しては，未だ明確な定義はみられない。その
中で，生物や環境との間の相互作用を取り扱う科学分野で，自然環境と
の健全な関わりを意識した文化的，経済的な思想や活動を含む概念が，
「エコロジー（Ecology）」である。他方で，新しい科学技術的知識の
創出や組み合わせを通して既存と異なる新しい製品や市場を創出し，社
会に普及し，変革していく概念が，「イノベーション（Innovation）」で
ある。そこから，「エコイノベーション」とは，生物や環境との間の相
互作用を取り扱う科学技術的知識に基づき，自然環境と経済の間の健全
な維持や発展に係る新製品や市場の創出により社会変革をもたらすこと
といえる１８）。
そこから，エコ・イノベーションは，具体的に自然環境との健全な関
わりをもつ省エネや低炭素エネルギーなどの製品や生産プロセスをはじ
め，そのライフサイクルにおいて環境リスク，汚染または資源利用に付
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随する負の影響を軽減する再利用システムやリサイクル製品の開発，市
場導入を通して，新規事業の創出や地域活性化などの社会変革をもたら
すようなビジネスモデルの構築を示すものである。
２）エコイノベーションの意義
自然環境と経済の間の健全な維持や発展に係る新製品や市場の創出に
より社会変革をもたらすエコイノベーションの意義としては，企業主導
による環境負荷や環境リスクの軽減など自然環境との健全な維持に係る
社会全体の環境問題への対応と同時に，新製品の開発や生産性の向上，
新規事業の創出など新たな価値の創出による企業競争力の強化をはじめ，
新たな取引関係の構築や地域活性化などがあげられる。例えば，CO２削
減の開発には多大な費用負担が必要となる中で，日本の自動車産業の燃
費向上やエコカーの開発など環境問題へ取り組むことで，CO２削減によ
る地球環境問題への対応が図られると同時に，産業の競争力を向上させ
たエコイノベーションの事例が既にみられる。このように企業を取り巻
く環境問題へ対応する環境に配慮した新製品や新技術が開発され，その
結果環境との共生が図られると同時に，企業や産業の競争力の強化をも
たらす変革としてのエコイノベーションの意義が認識される。
また生産システムにおいて環境対策として生産設備や作業条件の改善
などの効率化を図ることは，単なる省エネ・省資源による環境負荷の軽
減や環境保全につながる環境問題への対応のみならず，生産効率の改善
による企業競争力の強化をはじめ，環境対応型生産システムの新たな事
業の創造や，グリーン調達への対応など新たな取引関係の創出をもたら
１８）エコイノベーションについては，狭義には環境を重視したイノベーションと
して捉えられるが，産業審議会ではこの環境重視に加えて，人間を重視する
考えに立ち，持続発展可能な社会を目指すより広い視点に立ったイノベー
ションとして捉えられている。産業構造審議会，前掲報告書，５６頁。
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す変革としてのエコイノベーションの意義がみられる。生産効率の改善
による企業競争力については，例えば製造工程の中でVOC（揮発性有
機化合物）を大幅に削減し，また製造工程を１／５に短縮することで，
CO２を３５％，排水量を７０％削減できる環境負荷の低減に資する環境対応
型人工皮革の新生産システムの開発を通して，環境対応と高品質を両立
させ，競争力を発揮しているクラレのケースがあげられる１９）。
さらに環境問題への対応として再生可能エネルギーなど環境配慮型の
事業を遂行することで，新しいビジネスモデルの構築や地域活性化につ
ながるようなエコイノベーションの意義もみられる２０）。例えば，石油・
ガス等の暖房器具等の製造・販売を行うサンポット株式会社（花巻市）
による環境配慮型製品「木質ペレットストーブ」の開発ケースがあげら
れる。同社は，石油だけに頼らないエネルギー源の分散化という資源に
配慮する方針から，長年蓄積してきた石油ストーブの開発力を活かし，
間伐材や未利用材等の木材を固めたバイオマスエネルギーである木質ペ
レットを燃焼させることで，二酸化炭素を増加させず，地球温暖化の防
止に貢献する木質ペレットストーブを開発している。環境配慮型製品と
しての本製品の開発を通して，企業イメージを向上させると同時に，地
域で育んだ森林資源を地域内で循環利用し，地域林業の活性化に貢献す
１９）クラレ・ニュースリリース，２００９年１１月９日。
２０）以下のケースについては，以下を参照。サンポット㈱：園田哲也・北田佳晴
「いわて型ペレットストーブの開発」『木材工業』５８巻８号，２００３年８月，３７７
～３８０頁，海上泰生，前掲稿，１８～２３頁，弘前大学・青森県産業技術セン
ター：『弘前大学学報』平成２３年９月号，７頁，第９回産学官連携功労者表彰，
東近江モデル，北海道グリーンファンド，宮古島市：九州経済産業局『九州
における環境・エネルギー・リサイクル産業の現状とビジネスモデル調査報
告書』２０１１年２月，１５８～１６０頁，ひがしおうみモデル，http:／／blogs.yahoo.co.
jp／hose_solar／folder／８１７４６５.html, ひがしおうみコミュニティビジネス推進協
議会，http:／／blogs.yahoo.co.jp／hose_solar. 北海道グリーンファンドホーム
ページ，www.h-greenfund.jp. 地域活性化センタ 「ー沖縄県宮古島市」『平成２１
年度緑の分権改革事例集』。
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るなど新しい地域循環型経済モデルを構築したエコイノベーションの事
例がみられる。
あるいは弘前大学と青森県産業技術センターなどとの連携により，こ
れまで廃棄処分されていたサケの鼻軟骨から高純度のプロテオグリカン
（糖タンパク質の一種で保湿性や抗炎症作用に優れた機能をもつ）を低
コストで精製する技術開発を通して，地域の未利用資源を活用した新し
い産業や雇用の創出をはじめ，漁村地域を含む地域活性化につなげた環
境配慮型製品の開発による地域活性化モデルを構築したエコイノベー
ションの事例もあげられる。
また太陽光を活かして自ら使うエネルギーを自らつくる太陽光発電事
業を通して，地域に還元して持続可能な地域循環型経済モデル「東近江
モデル」を構築しているケースもみられる。太陽光発電の普及に携わっ
ている「ひがしおうみコミュニティビジネス推進協議会」では，地域循
環型経済モデルの構築に向けて，新たな資金調達源として市民が１口１０
万円からの出資で参加できる市民ファンドを活用して再生可能エネル
ギーの太陽光発電所を設置し，売電収入等により出資元本の返還金およ
び市内商工会加盟店で利用可能な地域商品券での利益分配金が毎年受け
られるなど環境に配慮した太陽光発電所の設置を通して，地域での資金
循環を促すエコロジー＆エコノミーな地産地消型のビジネスモデルを構
築し，地域活性化につなげている。
あるいは地域循環型経済モデルの構築による地域活性化のエコイノ
ベーションのケースとして，㈱市民風力発電，㈱自然エネルギー市民
ファンドとNPO法人北海道グリーンファンドにより推進されている風
力発電事業においてもみられる。社会的なシンボルとして分かりやすく，
市民出資などにより参加でき，地域に存在する未利用な自然エネルギー
を地域住民の手で地域のために活かす再生可能エネルギーとして市民風
車事業を手掛けることで，環境エネルギー問題への意識啓発を図るとと
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もに，風車の設置された地元の自動車整備事業者等にメンテナンス業務
をアウトソーシングするなど新たな取引関係を構築することで，地元産
業におけるビジネスチャンスの拡大につなげる地域経済の活性化が図ら
れている。
さらに宮古島市では，サトウキビの絞りカスであるバガスを発電に利
用する環境ビジネスモデルの構築により地域経済の活性化を図っている
ケースがあげられる。宮古島市では，バガスを発電に利用することで，
エネルギーの安定供給に必要な発電用重油使用量の大幅削減を図るとと
もに，サトウキビの糖蜜から精製されるバイオエタノールの利用拡大に
向け，耐塩性，耐熱性に優れた酵母を開発することで効率的にエタノー
ルを生産し，かつバイオエタノール車等のエコカーが走行できるインフ
ラ整備を通して宮古島の化石燃料依存度を軽減し，原料であるサトウキ
ビの増産を行う循環型地域経済の活性化モデルが構築されている。
３）エコイノベーション導入の課題とマネジメント
環境保全への貢献をはじめ，新製品の開発や新事業の創出，地域経済
の活性化などの経済的成果を同時にもたらし，持続発展可能な社会を実
現する意義をもつ環境配慮型製品の導入やビジネスモデルの構築などの
エコイノベーションを促進するためにも，以下の事項が必要となる。
まず第１は，エコイノベーションを促進するための環境問題へ取り組
む目的はもとより，社会的課題やニーズがなぜ生じるのかという必然性，
および社会的課題やニーズを充足するために必要な機能や要素技術など
のシーズを明確にし，環境問題への対応が自社にとってどのような意味
を持つかを明確に認識する「問題認識」が必要となる。その意味で，エ
コイノベーションに対する目的や問題認識を踏まえた上で，エコイノ
ベーションを推進する企業理念やビジョンを明確にすることが必要とな
ろう。
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例えば，小型風力発電装置などの環境配慮型製品の開発，製造，販売
に取り組んでいるA-WINGインターナショナル㈱（都城市）では，電気
の無い地域に電気を創り出し，日本のものづくりを維持していくという
明確な問題認識の下で，自然エネルギーを活用した循環社会づくりに貢
献し，エネルギーの地産地消を通じて地域活性化に貢献していくことを
目的としている。この目的を実現するために，同社は自社独自の風力発
電の基本となるブレード技術や風力コントローラー技術を生かした小型
風力発電機事業の技術イノベーションに取り組んでいる。さらにこうし
た取り組みに対して，「小型風力発電機はエネルギーの地産地消を可能
にする技術イノベーション」のビジョンや，「再生可能なクリーンエネ
ルギーソリューションを通じて，地球環境の向上と人々の幸福な暮らし
に貢献する」を企業理念としている事例がみられる２１）。
第２に，社会的ニーズに対応する具体的なアイデアを創出し，エコイ
ノベーションに関係するステークホルダーとしての社会の位置づけを明
確にした上で，社会的課題への対応領域の絞り込みが必要となる。具体
的には，環境負荷の削減ニーズに対する破棄物を削減する製品や生産方
法の開発アイデアや技術シーズを明確にした上で，対象領域を絞り込む
ことで，実現すべき中核的なニーズがより明確に設定され，それを充足
する技術シーズや自社の進むべきエコイノベーションの方向性を決定す
る戦略が策定される。とくに環境問題などエコイノベーションへの取り
組みには幅広いアプローチがとられるため２２），自ら取り組む開発や事業
が環境問題とどのように関連し，どのように位置づけられ，対応すべき
か，自社を取り巻く市場環境や製品事業の特性等を踏まえた上で，各社
自らが独自に評価，判断して戦略を策定することが必要となる。
２１）A-WINGインターナショナル㈱ホームページ，www.awing-i.com，九州経済産
業局，同上報告書，１３０～１３１頁。
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４８ （５９６）
例えば，地球環境保全の社会的ニーズに対して，自社の液晶技術や太
陽電池技術，再生利用型マテリアルリサイクル技術をオンリーワンの環
境技術として捉えた上で，太陽光発電関連事業をはじめ，環境配慮型商
品・デバイス事業でエコイノベーションに取り組んでいるシャープは，
その拠り所として「地球環境保全のための独自技術の開発を強化すると
ともに，環境に配慮した企業活動を行い，地球環境保全への一層の貢献
に努めます」を企業行動憲章としている。その意味で，エコイノベー
ションへの取り組みには，その拠り所となる確たる基本理念や戦略の策
定，それを牽引する経営トップが不可避といえる２３）。
またこうした理念や戦略を全社レベルで周知し，内容を現場で共有す
るため，シャープでは半期ごとに環境方針徹底会を開き，現場責任者に
周知徹底し，共有化を図っているように２４），その実現に不可欠なメン
バー間での意識の共有も必要となる。その意味で，エコイノベーション
への取り組みは企業の総合力が問われる事業活動ともいえよう。
さらに環境配慮型製品の導入などエコイノベーションの推進にあたっ
ては，その開発や普及に係るコスト負担の課題があげられる。例えば，
２２）例えば，環境保全に資する研究・技術開発の分野として，オゾン層の破壊や
温暖化をはじめ，大気汚染，土壌汚染，化学物質などがもたらす環境リスク，
生態系の攪乱，生物多様性の減少，低炭素社会，自然共生社会の研究，循環
型社会の形成や廃棄物に係る問題解決に資する研究など多岐にわたっている。
またエネルギー源の多様化とCO２の削減に大きく貢献し，再生可能エネルギー
の普及拡大につながる有機系太陽電池の基礎科学分野としても，理論化学を
はじめ，理論物理学，分子分光学，合成化学，高分子化学，電気化学など広
範な科学分野の知識が必要となる。
２３）環境問題に対応する上で重視する事項について，「環境にやさしい企業行動」
（環境省調査）によると，「経営活動と環境配慮行動を統合した戦略的な対応」
（６２．６％）をはじめ，「ステークホルダーへの対応」（４９．６％），「経営責任者
のリーダーシップ」（３６．９％）となっており，環境経営に対する戦略の策定と
リーダーシップの重視されていることが理解される。環境省，前掲調査結果，
１頁。
２４）シャープ㈱『サステイナブルレポート ２０１３』，３～１３頁。
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家庭用太陽光発電システムなどの導入コストは年々低減しているものの，
２０１２年での普及率は４．６％と２５），ユーザーにとってはまだ割高感のある
ことから十分な普及に結びついていない。こうした課題については，一
つにどれ程エネルギーの使用量を削減し，どれ程CO２の排出を削減し，
どれ程のベネフィットが得られるかの環境配慮型製品による費用対効果
を具体的に把握している企業や消費者が少なく２６），エコビジネスの効果
や実態についての情報が不足していることによるものとも考えられる。
確かに環境配慮型製品の導入などエコイノベーションを推進することで，
省エネやCO２削減など地球環境の保全につながる意義については認識さ
れてはいるものの，その具体的な費用対効果については十分に把握され
ていない。そのため，既存技術の延長線上で取り組めそうな企業や購入
できそうな消費者であっても，現実の事業化や購入に結びつかないこと
にもなりかねない。
そのためにも，既存と同じ機能を持つ環境配慮型製品などのコスト・
ベネフィットを明確にし，エコイノベーションの導入効果や実績を具体
的に見える化するなど社会全体で理解し，普及しやすくすることが第３
に必要となろう。この場合の「見える化」とは，エネルギーの使用量や
省力化によるベネフィット，廃棄物の重量などを指標で表示したり，環
境会計報告書やレポートを発行するなどエコイノベーションに係るス
テークホルダー誰もが理解できる仕組みづくりのことである２７）。購入者
に対して環境に配慮した製品を識別し，購買選択を促すとともに，事業
２５）中国経済産業局「中国地域の再生エネルギー，太陽光発電都道府県別・住宅
用太陽光発電システム普及率」，２０１３年６月１１日。
２６）「環境にやさしい企業行動」（環境省調査）によると，製品のサイクルにおい
て環境負荷のデータを把握している企業は３０．１％で，環境負荷のデータの内
容については「温室効果ガス排出量（総量）」が６７．０％と最も多く，次いで「総
エネルギー投入量又はエネルギー効率」が６５．５％，「廃棄物等総排出量」が
６４．５％と，CO２や廃棄物の排出やエネルギー投入が中心となっている。環境省，
同上調査結果，６頁。
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５０ （５９８）
活動を通して企業の環境保全と改善に積極的に取り組み，貢献すること
を目指す制度として，既に製品やサービスが環境に与える影響に関する
属性情報をラベルの形で表示するエコマークや環境ラベルなどが取り入
れられている２８）。あるいは自社のホームページやパンフレット等におい
て環境に配慮していることや，成功事例などを積極的に情報発信するこ
とも必要となる。例えば，精密板金や内装部品など環境に配慮した製造
を行う太洋工業株式会社（日立市）は，「省エネルギー」，「廃棄物の削
減」，「省資源」，「地域社会との環境調和」の項目毎に具体的な目標を定
め，その活動内容を毎年評価し，「環境レポート」を定期発行するなど
の情報発信に努め，その結果発注元からの信頼を獲得しているケースが
みられる２９）。
さらに環境に配慮したコーディネータ的な活動も，多様なステークホ
ルダーに係るエコイノベーションにおけるコストベネフィットの実態を
理解し，ネットワークの形成による普及を図っていく上で有効となろう。
例えば，省エネルギーによりCO２の排出を抑制し，地球環境にやさしい
エネルギーの提案を行うという経営理念の下で，中小水力・風力・太陽
光など自然エネルギー利用の検討やバイオマスエネルギーの研究など新
エネや省エネの計画，設計を行っている北電総合設計（帯広市）は，現
場ニーズに精通している地場の中小電気工事業者とのネットワークを構
２７）環境報告書の作成・公表の状況について，「環境にやさしい企業行動」（環境
省調査）によると，「環境報告書を作成・公表している」企業は３６．４％となっ
ている。環境省，同上調査結果，７頁。また環境報告書の作成状況について
KPMGの２０１１年度調査よりみると，２００９年で日本企業は９９％と英国の１００％と
並んで最も多くなっている。KPMGかずさサステイナブル株式会社，前掲国
際調査，１０頁。
２８）環境ラベルやエコマークについては，大江宏「環境配慮型商品の基準づくり
をめぐって」『研究 技術 計画』Vol.１４，№１，１９９９年，１０～２１頁を参照。
２９）太洋工業株式会社ホームページ，www.taiyo-xelcom.co.jp. 海上泰生，前掲稿，
２８～３１頁。
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築し，蓄電池に頼らない熱の有効利用を図る「環境モデル都市 帯広」
の具現化に向けたグランドデザインを作成し，多様な顧客ニーズに対応
する地球環境の保全を中心としたベネフィットに関するコーディネー
ターとしての役割をはたし，関係者の間で信頼関係を構築した上でエコ
イノベーションを推進しているケースがみられる３０）。
４ エコイノベーションでの技術開発
１）要素技術の開発
エコイノベーションの推進にあたっては，経済性と同時に社会性を追
及するような技術開発やビジネスモデルの構築などが課題となっていた。
エコイノベーションとしての環境技術の開発にあたって，日本企業では
公害問題やエネルギー危機への対応に力を注いだ省エネや省資源の開発
がこれまで行われてきた。現在では，省資源や省エネルギーの技術をは
じめ，CO２の削減につながる製品や生産システムの開発，太陽電池や再
生利用可能エネルギーなど様々な分野において，環境保全の社会性と経
済性の両立を図り，持続発展可能な社会を実現する開発活動が行われて
いる。
こうしたエコイノベーションにおける技術開発では，個々の環境問題
に対応して地球環境の保全を図るための廃棄物の再利用や多段階利用に
よる資源・エネルギーの高効率利用，製品のライフサイクル全般にわた
る循環利用を通して，生産性の向上を実現する要素技術の開発ばかりで
なく，製品・サービスの機能的価値と環境負荷に対する社会的価値の比
で把握される環境効率の観点から３１），要素技術の開発や事業活動が環境
問題など社会的課題の解決へ寄与するような開発への取り組みが必要と
３０）九州経済産業局，前掲報告書，１２８～１２９頁，新エネルギー導入促進協議会『平
成２３年度スマートコミュニティ構想普及支援事業成果報告書（概要版）』２０１２
年３月３０日，北電総合設計㈱ホームページ，www.hokuss.co.jp.
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なっている。例えば，環境負荷を軽減しながら社会全体で快適に暮らせ
る生活空間を創出するため，機器だけの性能向上はもとより，社会全体
でのエネルギーの最適制御を図るべく社会性の観点から，光学設計や電
源駆動回路の要素技術を基に，小型・高効率化の省エネや長寿命の
LED照明器具などの環境配慮型製品の開発に取り組んでいるエコソ
リューションズ社のケースがみられる３２）。
あるいは環境技術の中で，太陽光発電，風力発電，バイオマス燃料な
ど再生可能エネルギーにより地球環境問題の解決を図るクリーン技術を
はじめ，発生した汚染物質だけでなく，汚染物質自体の発生を抑制し，
製品の使用から廃棄時の環境への影響を最小化するといったリサイクル
の観点から環境問題への対策を図る技術開発も求められている。その場
合，製品の長寿命化やリサイクルの容易化等に配慮するとともに，消費
者にとっても資源・エネルギーの使用量がリアルタイムに目視でき，ま
た環境負荷も認知できるように設計・開発することも必要となろう。こ
のように製品を設計，開発する場合，生産，使用および使用後のリサイ
クル等の可能性までを視野に入れて環境負荷の低減を図るように設計す
るエコデザインもしくは環境配慮設計（DfE：Design for Environment）
が求められる。
クリーン技術のような環境配慮型製品や技術の開発は，社会全体の環
境負荷の低減に寄与するという既存製品に対する差別化として新たな価
３１）環境効率等の概念については，「ライフサイクルを通しての生態系への負荷と
資源の集約を少なくとも地球の許容度とされるレベルにまで段階的に削減し
ながらも，人のニーズを満たし生活の質を高めるような競争力のある価格の
ついた商品とサービスを提供することで，環境効率が達成される」との
WBCSD（World Business Council for Sustainable Development）による規定
がみられる。WBCSD（２０００. ６）, measuring eco-efficiency a guide to report-
ing company performance（産業環境管理協会訳『環境効率の測定』２００６年，７
頁）。
３２）エコソリューションズ社ホームページ，panasonic.co.jp.
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値を創出するとともに，消費者に対しても省エネによる直接の便益やア
メニティの向上等の間接的な便益をもたらし，さらにそれに携わる技術
者や従業員のモチベーション向上に少なからずの影響を及ぼすなど企業，
消費者，社会の三者の間でWin-Winの関係を構築する開発といえる３３）。
市場での競争力の強化を図り，環境負荷の軽減など企業，消費者や社
会の三者の間でWin-Winの関係を構築したエコプロダクツの開発事例と
して再生紙があげられる。以前の再生紙は，確かにリサイクル財として
の社会性の意義は認められるものの，古紙に含まれるインクを抜く脱墨
の工程などで新しい原料（バージンパルプ）だけで造った紙より紙質が
悪く，割高であったため，消費者に受け入れられず，市場競争力をもた
らさなかった。しかしながら古紙処理の中核的な技術課題である脱墨プ
ロセスでの最適気泡発生技術をはじめ，気泡―インキ接触技術，気泡―
液層分離技術などの技術開発やグリーン購入法などにより，現在では価
格や品質面において原材料を用いた製品と遜色がなく，消費者に適正に
評価・選択され，結果としてリサイクル資源のエコプロダクツとして社
会で受容され，三者の間でWin-Winの関係が構築されている。
いずれにしても企業が環境に配慮した製品や技術の開発を通して，消
費者が購入し，社会で普及することで，企業にとって市場競争力が高ま
り，収益の増大を含めた企業価値の向上につながるとともに，社会に
とっても環境負荷の軽減など環境問題への対応が期待される。したがっ
てエコイノベーションにおいて環境に配慮した開発を通して環境問題へ
対応することは，消費者等のステークホルダーによって社会で高く評価
され，結果として企業価値の向上を含めた収益の増大につながることと
なる。それによって製品や技術を開発する企業と，エコプロダクツを購
３３）エコプロダクツによるWin-Winの関係については，エコプロダクツと経営戦
略研究会『エコプロダクツによるWin-Win関係の構築に向けて』２００５年８月，
１２～２８頁を参照。
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入，利用する消費者がともにベネフィットを得るとともに，社会全体の
環境負荷の低減にも資するというWin-Winの関係が構築され，サステイ
ナブル経営が実現されることとなる。
２）イノベーションのオープン化
⑴ 技術開発の環境変化
エコイノベーションにおける開発にかかわらず，製品や技術開発に係
る開発環境については，市場ニーズの多様化が進むと同時に，開発にあ
たって対応すべき技術的な課題が高度化し，複雑化する傾向にある。か
つ開発した製品のライフサイクルが短くなるなど，開発コストや開発リ
スクは一段と高まっている。なかでも製品やサービスのライフサイクル
の短縮化は，製品の市場投入後，短期間で類似の製品やサービスが開発
されるなどライフサイクル内での開発費の回収を困難にする。また全社
的な事業の再編や統合が進み，中長期のスパンから開発テーマを選択，
集中する必要性が高まっている。このように開発リスクが高まる中で，
開発投資のリターンに対してハードルが設けられることから，事業への
貢献の高い研究開発は自社で行う一方で，中長期の観点から必要性の高
い研究開発については連携により研究開発を行う選択と集中が必要と
なっている。
さらにこれまで限られた企業にだけ存在し，蓄積されてきた技術が，
現在では様々な組織による開発が可能となっている３４）。かつ全体として
統一的に機能するサブシステムにより製品を構築するモジュール化の進
３４）チェスブロウは，２５，０００人以上の大企業における研究開発費のシェアが１９８１
年の７０．７％から１９９９年の４１．３％に低下したことなどにより，これまでの限ら
れた大企業のみに知識が独占しないことを指摘している。チェスブロウ著・
大前恵一朗訳『OPEN INNOVATION』産業能率大学出版部，２００４年，６０～６４
頁。
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展にみられるように，外部調達が活発となる反面，自社だけでの囲い込
みによる技術開発が困難となっている。また産業構造や企業競争力の構
築へ大きな影響を及ぼす要素技術の開発においては，産業の標準化をも
たらすような開発が重視されるようになっている。
⑵ オープンイノベーション
こうした今日の開発環境の中で効率的に開発を進めていく上で，自前
だけの開発が難しくなっている。そこから，自社のみでなく社外の開発
資源を戦略的に活用し，効率的にイノベーションを実現する開発のあり
方が課題となり，社内外のリソースを積極的に活用するオープンイノ
ベーションの必要性が高まっている３５）。日本の化学産業でも，自社の強
みを活かし，社外のリソースを積極的に活用しつつ，二次電池，LED，
パワー半導体，炭素繊維など市場成長の見込まれる環境・エネルギー・
資源の分野において高付加価値の研究開発が行われている３６）。
その中で，例えば花王は事業環境の変化に対応すべく中長期の観点か
ら，「エコロジーを経営の根幹に据え，清潔・美・健康の分野で世界の
人々のこころ豊かな生活文化の実現に貢献する企業をめざす」をグルー
プの新たな使命としている。その環境理念の下で，花王はこれまで事業
ユニットごとに分散していた環境関連の研究機能を集約し，組織横断的
に社内技術の融合を促進し，エコイノベーションの研究を加速すること
をめざして「エコテクノロジーリサーチセンター」を創設している。あ
３５）オープンイノベーションを推進する背景については，チェスブロウ著・大前
恵一朗訳，同上訳書，４―１３頁，渡辺博光「オープンイノベーションと日本企
業の知財戦略経営」『政策・経営研究』Vol.３，２００９年，３６～４９頁を参照。
３６）日本の部素材産業におけるリーディング企業による環境・エネルギー分野で
のイノベーション活動については，企業活力研究所『ものづくり産業のイノ
ベーション促進策に関する調査研究報告書』２０１２年３月を参照。また日本電
機メーカーによる製品構造とオープンイノベーションの関係については，岡
本正紀「日本電機メーカーとオープンイノベーション」『イノベーション・マ
ネジメント』Vol.９，２０１１年，１１３～１１４頁を参照。
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るいは先端材料の開発を通して新しい価値を創造していくことを目的に
「先端総合研究所」を２００３年に設立した東レは，その保有するコア技術
を活用した先端材料によって環境問題の解決を図り，社会の持続的発展
に貢献することを研究開発の基本方針としている。同方針に基づいて東
レは，地球温暖化の抑制，再生可能な資源・エネルギーの確保などの社
会的課題へ対応していくため，CO２を削減するクリーンエネルギーとし
て地球温暖化の防止に貢献する炭素繊維を活用した技術開発を推進して
いる。その中で，原料メーカーと最終製品メーカーが先端材料の設計や
製品開発を一貫して行い，開発時間の短縮を図るため，社内外の環境・
エネルギーの関連材料の技術開発の連携拠点として大津市にE&Eセン
ターを設立し，センター内にオープンラボを設けるなど社内外の連携に
より環境配慮型の製品開発への取り組みが図られている３７）。
⑶ オープンイノベーションの特徴
オープンイノベーションとは，その提唱者であるチェスブロウによる
と，「企業内部と外部のアイデアを有機的に結合させ，価値を創造する
こと」で，「アイデアを商品化するのに，既存の企業以外のチャネルを
も通してマーケットにアクセスし，付加価値を創造する」こと，あるい
は知識の流入と流出を自社の目的に適うように利用して社内イノベー
ションを加速するとともに，イノベーションの社外利用を促進する市場
を拡大することであると規定されている３８）。この規定から，社内外を問
わずオープンに資源を調達，アクセスするビジネスモデルを基に付加価
値を創造し，競争優位を図るイノベーションの手法がオープンイノベー
３７）花王ニュースリリース，２００９年６月１７日，企業活力研究所，前掲報告書，２９
～３３頁，尾関雄治「オープンイノベーションを活用した東レの研究・開発活
動の強化」『産学連携学』Vol.９，№１，２０１２年，５～１３頁。
３８）チェスブロウ著・大前恵一朗訳，前掲訳書，７頁，Ｈ．チェスブロウ他著・
長尾高弘翻訳『オープンイノベーション』英治出版，２００８年，１７頁。
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ションといえる。そこから，開発にあたって必要とする知識基盤が拡大，
深化し，かつ外部からの技術知識の調達が容易となる中で，社内外の技
術知識を戦略的に活用するオープンイノベーションは，多様な技術知識
の組み合わせにより迅速かつ低コストで高付加価値の効率的な技術開発
や事業化を可能とし，競争優位を確保する意義をもつこととなる。
いずれにしても開発段階や事業化のプロセスにおいて社外の知識や技
術を取り込み，かつ生み出された知財を他社へライセンスするなど社外
で活用するオープンイノベーションにより，高付加価値の研究開発や事
業化を効率的に進め，既存のみならず新しい市場へ迅速に製品やサービ
スを提供することで競争優位を発揮し，イノベーションを推進すること
が可能となる。
⑷ オープンイノベーションでの開発領域
オープンイノベーションによるビジネスモデルに基づき社内外のリ
ソースを活用する開発領域については，一般に独自性を発揮する特定の
コアの開発領域では自社開発により，それ以外の中長期にわたる開発領
域では自社開発を含め，社外の知識や技術を積極的に取り込み，活用す
ることが考えられる３９）。例えば，家庭用燃料電池「エネファーム」の開
発では，電池本体と水素製造装置など各社コア・コンピタンスとなる競
争領域では自社開発が行われ，補機と呼ばれる回転機や弁，センサーな
ど市場化に向けて規格を統一するなどコスト削減を優先すべき協調領域
では連携関係がとられている。あるいは社会的課題を解決するという視
点に立って，液晶や太陽電池，通信機器等の既存事業においては独自技
術や経験豊富な人材などのモノづくりの強みを活かしつつ，それを梃子
に中長期にわたって持続的な成長を実現するため「ヘルスケア・医療」
３９）オープンイノベーションの領域につていては，立本博文ほか「オープン・イ
ノベーションとプラットフォーム・ビジネス」『研究 技術 計画』Vol. ２５，
№１，２０１０年，７８～９１頁を参照。
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や「ロボティクス・エンジニアリング」など５つの重点事業領域では外
部企業との提携を積極的に進めているシャープの開発領域のケースもみ
られる。またCO２削減など地球温暖化対策，安全性・環境保全性，再生
資源化，リサイクル材の利用など企業単独で実現しにくい社会システム
に係る開発領域ではオープンイノベーションがとられやすくなる。
さらに社内外の技術の戦略的な活用を図るオープンイノベーションは，
技術を相互に出し合い，不足部分を補完する「インバウンド型」と，技
術を出し合い，新たな価値を創造する「アウトバウンド型」に分けられ
る４０）。前者の「インバウンド型」は，自社で不足する技術資源や人的資
源を取り込み，補完することで開発コストや開発時間を節減し，開発成
果やイノベーション創出の効率化を目指すタイプである。後者の「アウ
トバウンド型」は，開発コストや開発時間の節減，開発リスクの軽減に
加えて，異質融合により新しいアイデアの創出を目指して必要な資金や
人材を外部に委ね，あるいは一部を負担し，第三者と共有することであ
る。
その中で，技術ノウハウが標準化される，あるいは新規参入の多くみ
られる開発領域では，コスト競争や開発スピードが中心的な課題となる
ことから，投資規模や低コスト・オペレーション，スピーディな開発な
ど開発の効率性を重視したインバウンド型のオープンイノベーションが
考えられる。そこから，省エネルギー化や省資源化など「効率性」に係
る環境技術や製品開発では，開発スピードや開発コストの削減に結びつ
くインバウンド型のオープンイノベーションがとられやすくなる。他方
で，開発リスクの高い中長期の観点から取り組む新規の環境技術などの
４０）Ｈ．チェスブロー，Ａ．ガーマン「『インサイド・アウト型』オープン・イノ
ベーション」『DIAMONDハーバード・ビジネス・レビュー』ダイヤモンド社，
２０１０年４月号，２２～３５頁，経済産業省産業構造審議会『中長期的な研究開発
政策のあり方』２００９年６月，４６頁。
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開発領域に対しては，開発効率性の追求はもとより，新しい社会的価値
を創出するため社内外の技術を融合して開発リスクを軽減するアウトバ
ウンド型のオープンイノベーションが考えられる。
ただしオープンイノベーションの活用にあたっては，外部調達先の探
索や評価をはじめ，相手先との交渉コストを含む調整コスト，自社技術
の流出などの問題が考えられる。またオープンイノベーションを通して
これまで自社で行われてきた開発領域がアウトソーシングされることか
ら，社内での継続的な技術学習が十分行われず，そうした分野での技術
蓄積や人材育成の問題も考えられる。そのためいずれのタイプのイノ
ベーションにおいても，単に外部の技術に依存するのではなく，外部に
存在する有用な技術を特定，理解し，選択する能力をはじめ，社内外の
技術を組み合わせる能力，ないし開発成果を他社に利用させる能力など
が必要となる。
５ 産学連携によるエコイノベーションへの取り組み
１）オープンイノベーションとしての産学連携
社会環境が急速に変化し，グローバルに市場競争が激化する中で，新
製品の開発や新事業の創出などのイノベーションの推進に対して，社内
外のリソースを活用するオープンイノベーションのビジネスモデルの構
築が必要となっていた。なかでもこれまでの事業領域や開発領域を越え
た知見ないし境界領域の科学技術的知識がこれまで以上に必要となる４１）。
また経済性と社会性の両立が必要となるエコイノベーションにおける技
術開発では，社内外の開発リソースを広範に活用していくことが必要と
なる。さらに１社単独で広範な法令・各種規定や専門的情報を取り入れ，
４１）企業の研究開発における科学技術的知識の必要性の高まりについては，後藤
晃・小田切宏之編『サイエンス型産業』NTT出版，２００３年，序論を参照。
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対応していくことの難しい環境問題に対しては，外部の有する優れた知
見や情報の戦略的な活用が必要となる。
例えば，エコプロダクツの開発・設計にあたって，自動車メーカーと
タイヤメーカーが連携してタイヤを開発することにより，燃費の向上や
排ガスの低減が図られるように，異業種間での連携を通して環境面で魅
力的な製品の開発が可能となっている。このようにエコイノベーション
での開発にあたっては，自社だけでなく，社外や異業種の情報や技術を
活用しながら経済性と社会性を両立させつつ，最適なオープンイノベー
ションを推進していくことが必要となる。
その中で，複合的な科学技術的知識を必要とするエコイノベーション
における技術開発に対して，技術ベースを拡充し，競争力を向上してい
く上で，大学や公的研究機関等の豊富に有する知的資源を活用する産学
連携への関心や期待が高まってくる。他方で，大学においても１９９８年に
「大学等技術移転促進法」が施行され，大学で生まれた研究成果を企業
等に技術移転する技術移転機関（TLO）が立ち上がり，知的財産本部
の設置や大学発ベンチャーへの支援など産学連携を取り巻く環境が整備
されてきた。また国立大学の独立法人化後，少なからず公的資金が投入
されて様々な研究や教育活動を展開している大学での研究活動の情報公
開が促進され，その成果も広く社会で評価，利用されるなど産学連携へ
の機運が高まってきた。
大学の研究活動を社会に開かれた展開として，例えば社会的課題の解
決へ大学が積極的にコミットし，大学の知による問題解決への社会貢献
をめざす「ソリューション研究」を実施する総合研究院を２００５年に設置
した東京工業大学のケースがみられる。そこでは，多様な問題が複雑に
絡み合う社会・産業上の課題に取り組むため，社会や市場との直接の対
話を通して研究の方向性や重点領域を絶えず柔軟に変更しながら，課題
の設定や研究計画の企画段階から異分野の研究者はもとより，企業や行
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政，市民など学外関係者との連携を積極的にとり，研究成果が社会や産
業界に受け入れられる道筋をつけることが目的とされている。つまりソ
リューション研究では，特定の技術に偏ることなく，社会や産業サイド
のプレイヤーとの対話を通して社会的課題の解決に資する多様なハード
技術，ソフト技術，サービス技術など複数のシーズと社会科学分野の知
識を横断的に取り込む異質融合を図る研究を通して，大学の知による問
題解決への社会貢献を図ることにその特徴がみられる。
あるいは積雪寒冷地におけるより良い環境づくりと持続可能なエネル
ギーシステムの構築に資する技術開発に貢献することを目的に，２０１２年
に北海道工業大学は「寒地環境エネルギーシステム研究所」を設立して
いる。そこでは，「積雪寒冷地における環境エネルギーシステムの確立」
を研究の軸とし，機械・電気・建築・土木など学内関連学科・分野の垣
根を越えて，風力・太陽光・地中熱等の再生可能エネルギーの活用，建
築物の省エネルギー化についての最先端の研究を行い，持続可能性（サ
ステイナブル）の高い社会の構築に貢献することを目指している。その
下で，これまでの個々の要素技術の研究に加え，関連分野の技術を統合
した総合的なエネルギーシステムの研究開発を推進し，環境・エネル
ギー分野の人材育成も含め，企業とのコラボレーションや産官学連携を
図って大学の研究成果を広く社会へ活用しているケースもあげられる４２）。
４２）ソリューション研究機構での重点領域として，低炭素社会の実現などの課題
に対応する「環境・エネルギー」をはじめ，ライフ・イノベーションの推進
に貢献する「健康・安心」，震災からの復興，再生の実現，安全かつ豊かで質
の高い国民生活の実現に貢献する「社会基盤・安全・生活」などの領域が取
り上げられている。東京工業大学ソリューション研究機構，www.ssr.titech.
ac.jp. 鴨志田晃「インターディシプリナリーな研究組織と場のマネジメント」
『Journal of the International Association of Project & Program Manage-
ment』（国際プログラム・プロジェクト学会誌）Vol.２，№２，２００８年，７２～
７３頁，北海道工業大学寒地環境エネルギーシステム研究所，www.hit.ac.jp.
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２）産学連携の展開
これまでの産学連携では，イノベーションプロセスにおいて，大学は
技術シーズを提供する場としてみられ，大学に存在する技術シーズを企
業ニーズにマッチングさせ，応用・開発することに重点がおかれてきた。
あるいはこれまでの産学連携では，企業が奨学寄附金を出し，企業の開
発部門と特定の大学研究者との繋がりの中で共同研究や委託研究が実施
される，いわゆる個対個の連携関係が中心であった。この大学の特定教
員と企業の特定技術者の個人的な交流関係に基づくこれまでのリニアな
分業関係に基づく産学連携では，大学等の研究成果が企業サイドへ伝播
する一方で，オープンイノベーションの進展する中で，なかでもニーズ
を先取りした社会的課題の解決に資する研究開発が重要となってくる中
で，これまでの大学の保有する研究成果を単に移転，活用するだけでそ
れらの課題を容易に解決することが難しくなっている４３）。
そのため企業の開発や事業化のニーズと大学の研究シーズを早い段階
から共有し，研究テーマを策定した上での産学連携関係の構築が，エコ
イノベーションのスムーズな実現にとって重要となってくる。なかでも
新規の開発や事業化，社会変革を見据えたエコイノベーションを実現し
ていく上で，連携当初から開発成果の事業化や新事業の創出への結びつ
きを見据えて大学の関与することが強く求められている。また企業の
ニーズに方向づけられた出口を意識して連携関係を構築することは，問
題意識の早期の共有化や共通の課題に対する様々なアプローチからの取
り組みにもつながることとなる。
４３）オープンイノベーションにおける産学連携については，池川隆司「オープン
イノベーション時代における産学連携」『電子情報通信学会誌』Vol.９４，№７，
２０１１年７月，５７４～５７７頁を参照。また第８回産学連携推進会議でも，「オープ
ンイノベーション型の産学連携による新たな挑戦」がメインテーマとして取
り上げられ，オープンイノベーションとしての産学連携が注目されている。
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そうした要因から，現在では特定の企業と大学が中長期の観点からエ
コイノベーションの実現に向けて人的交流や新たな共同研究の案件を考
案し，それぞれのポテンシャルの活用や向上を図っていくことを目的に
包括的な契約を結ぶ組織的な産学連携の取り組みがなされている。例え
ば，日産自動車は特許以外の微妙なニュアンスや個人的経験に基づく社
外の知恵やノウハウの活用によるシナジー効果に期待し，かつ地理的な
メリットを生かして横浜国大と組織的連携による共同・委託研究を実施
している。日産は，コスト，品質，納期の３つの要素を評価軸に，世界
的な権威ある国内外の教授や特殊な実験・装置を有している優れた大学
と連携し，社内のリソースで解決できない問題を効率よく解決すること
を目的としている。他方で，横浜国大は研究成果を社会へ広く移転し，
普及を図るとともに，社会的ニーズを踏まえた研究ポテンシャルの向上
を目的としている。そうした双方の目的の中で，環境問題など中長期の
広範なアプローチの必要なテーマについて，異質な知の融合により新た
なイノベーションを実現していく具体的な社会的課題として，環境負荷
ゼロ，交通事故ゼロ，高齢化社会や高度情報化社会と自動車の関係，自
動車技術，都市工学，環境政策，地域行政などが取り上げられている。
こうした課題の解決に向けて両者が共同で研究開発を進めるにあたって，
予め日産の持つ現実の技術シーズと横浜国大の有する学術上のシーズを
すり合わせ，将来のシナリオや技術ロードマップを策定した上で複雑な
社会的課題の解決が図られている。
あるいは衝撃エネルギー分野で世界的研究拠点（COE）に指定され
た熊本大学と，太陽電池の技術を中心とした自然エネルギー分野等にお
ける研究開発，人材の育成，裾野産業を含めた事業を拡大し，地域産業
の育成・活性化及び雇用機会の創出を目的とする富士電機システムズと
の太陽電池の共同研究による社会貢献を目的に，くまもとテクノ産業財
団を含めた産学官連携協定が２００５年に締結されている。連携による地域
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産業振興を見据えた熊本ソーラー産業振興戦略の策定を踏まえた協定に
基づき，保守，点検，新ラインでの地元企業への迅速な設備の発注，一
部工程での作業委託の実施による地元産業との連携，地元企業，大学と
の連携による応用製品の共同開発，優秀な人材の雇用など広範な領域で
の協力が図られている４４）。
いずれにしても産学双方が，中長期の方針の下で，複数の研究開発グ
ループによる研究テーマの策定をはじめ，共同研究や人的交流など多様
な形でエコイノベーションに向けた開発活動に対する包括的な産学連携
が締結されている。
３）産学連携による意義―事例を通して
社会的課題の解決による社会変革を内包するエコイノベーションにお
ける開発にあたっては，多岐にわたる分野の知へのアプローチや融合が
必要となり，社内外の資源を戦略的に活用するオープンイノベーション
による開発体制がとられることとなる。また事業化など出口を見据えた
課題解決型のエコイノベーションを推進する場合，その実現に向け，市
場ニーズや社会的課題に対応する科学技術的知識をもつ大学等との連携
が求められていた。
その中で，エコイノベーションの開発において，大学は基礎的な研究
開発の担い手として先端の科学的知見を追求・蓄積し，それらを基に産
業界で新たな技術シーズを創出するとともに，市場や社会からもたらさ
れる課題の解決を図る役割を担う。と同時に，大学はエコイノベーショ
ン創出の担い手となる人材を育成し，産業界や研究機関等に輩出してい
４４）曽根公毅「日産自動車におけるオープン・イノベーション」『特許研究 PAT-
ENT STUDIES』No.４６，２００８年９月，３０～３２頁，日産自動車プレスリリース，
２００６年２月１４日，田中利彦「太陽電池産業の動向と地域におけるクラスター
戦略」『産業経営研究』（熊本学園大学），２９号，２０１０年３月，１３０～１３８頁。
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く重要な役割を果たすこととなる。そしてそれぞれ異なるミッションを
もつ産と学が目的を共有しつつ，リスクを分散し，コスト合理的にある
いは迅速に単独でできない社会的課題を効率的に解決し，新たな社会的
価値を創出するとことに産学連携の意義がみられる。
そこで以下で，産学官連携による先導的な環境配慮型技術の開発への
取り組みを通してその具体的な意義についてみていく４５）。
⑴ 早期の実用化
まずは，産学官連携による早期実用化の意義について，例えば次世代
低コスト太陽電池として期待される有機系太陽電池の研究開発を加速し，
早期の実用化につなげることで，世界市場の獲得を目指し，２０１０年から
低炭素社会の実現に貢献する「低炭素社会に資する有機系太陽電池の開
発」プロジェクトを，NEDOや東京大学先端科学技術研究センターをは
じめ，７大学，１０企業などの産学官連携により，新素材探索や新構造太
陽電池の開発と関連基礎研究，計測技術と標準化など１４のテーマでの研
究開発に取り組んでいるケースがあげられる。同プロジェクトは，新た
な知を創造する基礎研究から出口を見据えた研究開発まで幅広い分野お
よびテーマを対象としたものである。これまで多くの研究グループに分
散していた知見や研究開発資源を結集し，３～５年で世界のトップをめ
ざし，国際競争に打ち勝つような先端的研究を推進することで，世界最
高性能の有機系太陽電池を迅速に実現し，社会への研究開発成果の還元
を目的としたものである。
４５）以下のケースについては，以下を参照。新エネルギー・産業技術総合開発機
構『Focus NEDO』３８号，２０１０年８月，５，８～９頁，新エネルギー・産業
技術総合開発機構，プレスリリース，２０１０年６月２９日，新エネルギー・産業
技術総合開発機構，研究開発プロジェクトのその後を追う！シリーズ３ 高
信頼性絶縁保護膜用樹脂の開発，http:／／www.nedo.go.jp／hyoukabu／jyoushi_
２０１０／index.html, 高圧枯渇法による高品質微結晶シリコンの高速製膜技術の開
発：第７回産学官連携功労者表彰，エネファーム，少水量対応高効率地中熱
利用ヒートポンプシステムの開発：第８回産学官連携功労者表彰。
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あるいは長期的な絶縁性能劣化を改善するため，触媒の設計を行い，
有機溶剤を用いずに高い生産効率を実現した産業技術総合研究所による
エポキシ化合物の成果を，昭和電工との連携により高い絶縁安定性と柔
軟性を合わせ持つ絶縁保護膜用樹脂に完成させたケースを通しても早期
実用化の意義がみられる。この産官連携によって，廃液処理やダイオキ
シン発生等の有害な化学物質等を使用せずに環境問題を解決し，さらに
リサイクルや大幅な省エネ（従来の消費電力を１０％削減）が容易に実現
できるクリーンな過酸化水素酸化技術をはじめ，新規なエポキシ材料及
び硬化剤が開発され，次世代エレクトロニクス製品の高性能化を支える
クリーンで未利用資源の有効活用が可能な生産技術としての迅速な実用
化が期待されている。
さらに太陽電池のコスト低減のために変換効率の向上とともに，薄膜
化などによる省シリコン化が重要な開発課題となる中で，産業技術総合
研究所が開発した高品質の微結晶シリコンを，三菱重工業㈱が高速に製
膜可能な高圧枯渇法を大面積製膜に応用する産官連携により，大面積の
アモルファス／微結晶シリコンのタンデム型太陽電池の開発が実現され
ている。このような産官連携を通して，基礎技術の開発から１０年，技術
移転から７年という速さで商品化が実現され，かつ低コスト化による太
陽光発電の普及促進が期待されている。
⑵ コスト合理的な開発
次いで，産学連携によるコスト合理的なエコ関係での製品開発の事例
として，例えば世界に先駆けて環境配慮型製品として製品化した家庭用
燃料電池「エネファーム」の開発事例があげられる。それまで燃料電池
を用いた大型システムを各社それぞれが製品化していたが，他の発電装
置と比べて優位性のある製品が作れず，かつ一社だけでの事業化が困難
であった。その中で，拡大する燃料電池市場に対して情報のオープン化
と多額の研究開発費の有効活用に向けて，東芝燃料電池システム㈱，パ
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ナソニック㈱，東京ガス㈱，()独産業技術総合研究所，京都大学，東京工
業大学などとの産学官連携を通して，実証研究，基準・標準化まで一貫
した家庭用固体高分子形燃料電池「エネファーム」の技術開発が取り組
まれた。同プロジェクトを通して，開発コストの削減はもとより，エネ
ルギー効率７０％以上（CO２削減効果１２００kg／年相当），耐久性４万時間な
ど性能及び耐久性の向上，消費電力の削減を同時に達成する機器が開発
され，地球環境にやさしい社会の実現へ貢献している。
あるいは従来の地中熱ヒートポンプに比べて冷暖房システム全体の効
率を大幅に改善し，コスト削減を実現した「ヒートポンプシステム」の
開発事例があげられる。同プロジェクトは，新日鉄エンジニアリング㈱
のゼネコンとしての空調設備の設計・施工実績や回転圧入鋼管杭（地下
空間構築）技術と，北海道大学の地中熱利用に係る豊富な研究実績を融
合する産学連携により，杭を中心とした地中熱交換機の性能を十分に発
揮させ，建築物の基礎杭を利用することにより熱源水循環流量の少水量
化を可能とし，システム効率の大幅な向上と開発費を含めた事業コスト
の低減を図る先進的な地中熱ヒートポンプシステムが開発され，自然エ
ネルギーとして地中熱源利用の幅広い普及が期待されているケースであ
る。
その他，産学官連携推進会議による産学官連携活動により大きな成果
を収め，あるいは先導的な取り組みを行うなど多大な貢献をし，優れた
成果に対する産学官連携功労者表彰の中で，エコイノベーション関係で
の開発事例が，表１のようにみられる。
４）産学連携でのマネジメント
エコイノベーションに向けた産学連携では，リスクを分散し，コスト
合理的にあるいは迅速に新たな社会的価値を創出し，社会的課題を解決
することに意義がみられた。とはいえ，エコイノベーションの推進には，
エコイノベーションの推進に向けた産学連携
６８ （６１６）
表
１
産
学
官
連
携
功
労
者
表
彰
に
み
る
エ
コ
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
に
係
る
開
発
事
例
回（
年
度
）
賞
研
究
開
発
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
企
業
大
学
官
エ
コ
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
に
対
す
る
意
義
２
（
平
成
１６
年
度
）
科
学
技
術
政
策
担
当
大
臣
賞
モ
ニ
ュ
メ
ン
ト
型
風
力
発
電
機
の
開
発
協
同
組
合
プ
ロ
ー
ド
福
井
大
学
福
井
県
工
業
技
術
セ
ン
タ
ー
環
境
調
和
型
風
力
発
電
の
開
発
２
日
本
経
済
団
体
連
合
会
会
長
賞
超
微
細
イ
ン
ク
ジ
ェ
ッ
ト
の
開
発
ス
ー
パ
ー
イ
ン
ク
ジ
ェ
ッ
ト
連
携
研
究
体
産
業
技
術
総
合
研
究
所
製
造
プ
ロ
セ
ス
で
の
省
資
源
化
，
環
境
負
荷
の
軽
減
３
（
平
成
１７
年
度
）
文
部
科
学
大
臣
賞
超
低
電
力
反
射
型
カ
ラ
ー
液
晶
デ
ィ
ス
プ
レ
イ
の
開
発
シ
ャ
ー
プ
東
北
大
学
低
消
費
電
力
化
４
（
平
成
１８
年
度
）
文
部
科
学
大
臣
賞
ク
イ
ッ
ク
水
素
ガ
ス
検
知
セ
ン
サ
ー
の
開
発
新
潟
テ
ィ
ー
エ
ル
オ
ー
テ
ク
ノ
リ
ン
ク
新
潟
大
学
環
境
負
荷
の
軽
減
に
つ
な
が
る
水
素
燃
料
電
池
の
需
要
拡
大
へ
の
対
応
４
経
済
産
業
大
臣
賞
サ
ル
フ
ァ
ー
フ
リ
ー
軽
油
製
造
の
た
め
の
高
機
能
新
規
脱
硫
触
媒
の
開
発
コ
ス
モ
石
油
九
州
大
学
島
根
大
学
排
ガ
ス
中
の
窒
素
酸
化
物
な
ど
の
削
減
４
日
本
経
済
団
体
連
合
会
会
長
賞
環
境
に
優
し
い
有
機
系
電
子
デ
バ
イ
ス
材
料
の
開
発
ロ
ー
ム
他
５
社
京
都
大
学
環
境
に
優
し
い
有
機
系
材
料
を
活
用
し
た
電
子
デ
バ
イ
ス
開
発
へ
の
貢
献
４
日
本
学
術
会
議
会
長
賞
イ
ン
テ
リ
ジ
ェ
ン
ト
触
媒
の
開
発
ダ
イ
ハ
ツ
工
業
日
本
原
子
力
研
究
機
構
環
境
浄
化
技
術
と
し
て
の
省
資
源
に
貢
献
５
（
平
成
１９
年
度
）
科
学
技
術
政
策
担
当
大
臣
賞
米
ぬ
か
を
原
料
と
す
る
高
機
能
・
多
機
能
炭
素
材
料
R
B
セ
ラ
ミ
ッ
ク
ス
の
開
発
と
応
用
三
和
油
脂
白
田
製
作
所
東
北
大
学
使
用
後
の
廃
棄
に
お
け
る
環
境
へ
の
影
響
の
少
な
い
材
料
（
B
Pセ
ラ
ミ
ッ
ク
ス
）
の
開
発
５
総
務
大
臣
賞
少
水
量
型
消
火
剤
の
開
発
シ
ャ
ボ
ン
玉
石
け
ん
北
九
州
市
立
大
学
北
九
州
市
消
防
局
環
境
負
荷
の
小
さ
い
少
水
量
型
消
火
剤
の
開
発
５
経
済
産
業
大
臣
賞
T
A
M
A
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
広
域
の
産
学
官
連
携
タ
マ
テ
ィ
ー
エ
ル
オ
ー
西
武
信
用
金
庫
首
都
圏
産
業
活
性
化
協
会
地
域
で
の
環
境
貢
献
５
日
本
経
済
団
体
連
合
会
会
長
賞
C
at
-C
V
D
装
置
の
開
発
ア
ル
バ
ッ
ク
キ
ャ
ノ
ン
ア
ネ
ル
バ
北
陸
先
端
科
学
技
術
大
学
原
料
ガ
ス
使
用
量
を
１
／１
０
に
抑
え
た
太
陽
電
池
の
製
造
を
可
能
と
す
る
装
置
の
開
発
６
（
平
成
２０
年
度
）
内
閣
総
理
大
臣
賞
超
高
密
度
H
D
D
の
た
め
の
高
性
能
ト
ン
ネ
ル
磁
気
抵
抗
素
子
の
開
発
キ
ヤ
ノ
ン
ア
ネ
ル
バ
富
士
通
大
阪
大
学
産
業
技
術
総
合
研
究
所
省
電
力
化
６
科
学
技
術
政
策
担
当
大
臣
賞
完
全
養
殖
マ
グ
ロ
の
産
業
化
ア
ー
マ
リ
ン
近
大
近
畿
大
学
食
の
安
全
，
天
然
マ
グ
ロ
資
源
の
保
護
６
文
部
科
学
大
臣
賞
高
分
解
能
三
次
元
電
子
顕
微
鏡
装
置
の
開
発
日
本
電
子
京
都
工
芸
繊
維
大
学
バ
イ
オ
や
エ
ネ
ル
ギ
ー
分
野
へ
の
三
次
元
構
造
の
解
析
を
通
し
て
の
波
及
効
果
６
農
林
水
産
大
臣
賞
食
品
残
さ
を
活
用
し
た
発
酵
リ
キ
ッ
ド
フ
ィ
ー
デ
ィ
ン
グ
の
開
発
小
田
急
ビ
ル
サ
ー
ビ
ス
日
本
大
学
農
業
・
食
品
産
業
技
術
総
合
研
究
所
食
料
自
給
率
の
向
上
，
飼
料
コ
ス
ト
の
低
減
，
食
料
リ
サ
イ
ク
ル
の
推
進
に
よ
る
C
O
２
削
減
６
国
土
交
通
大
臣
賞
繊
維
質
固
化
処
理
土
に
よ
る
高
含
水
比
泥
土
の
再
資
源
化
技
術
の
開
発
森
環
境
技
術
研
究
所
東
北
大
学
ボ
ン
テ
ラ
ン
工
法
研
究
会
緑
化
基
盤
材
と
し
て
の
再
資
源
化
に
よ
る
環
境
配
慮
型
工
法
の
開
発
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６
環
境
大
臣
賞
準
好
気
性
埋
立
構
造
の
開
発
福
岡
大
学
福
岡
県
環
境
保
全
公
社
メ
タ
ン
ガ
ス
の
排
出
抑
制
に
よ
る
優
れ
た
環
境
性
能
と
低
コ
ス
ト
で
の
埋
立
技
法
の
開
発
６
日
本
経
済
団
体
連
合
会
会
長
賞
高
圧
枯
渇
法
に
よ
る
高
品
質
微
結
晶
シ
リ
コ
ン
の
高
速
製
膜
技
術
の
開
発
三
菱
重
工
業
産
業
技
術
総
合
研
究
所
低
コ
ス
ト
に
よ
る
太
陽
電
池
の
生
産
７
（
平
成
２１
年
度
）
科
学
技
術
政
策
担
当
大
臣
賞
環
境
に
や
さ
し
い
ナ
ノ
テ
ク
も
の
づ
く
り
拠
点
形
成
の
推
進
愛
知
・
名
古
屋
地
域
知
的
ク
ラ
ス
タ
創
成
事
業
名
古
屋
大
学
科
学
技
術
交
流
財
団
省
エ
ネ
・
省
資
源
化
に
よ
る
環
境
負
荷
の
低
減
を
図
る
自
律
型
ナ
ノ
製
造
装
置
の
開
発
７
文
部
科
学
大
臣
賞
イ
オ
ン
ビ
ー
ム
を
用
い
た
新
し
い
育
種
法
の
開
発
サ
ン
ト
リ
ー
フ
ラ
ワ
ー
ズ
理
化
学
研
究
所
イ
ネ
の
育
成
に
よ
る
食
糧
危
機
の
解
決
７
文
部
科
学
大
臣
賞
無
冷
媒
強
磁
場
超
伝
導
マ
グ
ネ
ッ
ト
装
置
の
開
発
住
友
重
機
械
工
業
東
北
大
学
省
エ
ネ
装
置
の
開
発
７
農
林
水
産
大
臣
賞
安
全
な
エ
ビ
の
生
産
シ
ス
テ
ム
・
プ
ラ
ン
ト
の
開
発
ア
イ
・
エ
ム
・
テ
ィ
ー
国
際
農
林
水
産
業
研
究
セ
ン
タ
ー
水
産
総
合
研
究
セ
ン
タ
ー
食
料
自
給
率
の
向
上
，
循
環
型
社
会
お
よ
び
地
域
活
性
化
７
経
済
産
業
大
臣
賞
世
界
最
軽
量
の
汎
用
小
型
風
力
発
電
シ
ス
テ
ム
の
開
発
ゼ
フ
ァ
ー
東
京
大
学
産
業
技
術
総
合
研
究
所
小
型
風
力
発
電
機
の
性
能
と
信
頼
性
の
向
上
７
国
土
交
通
大
臣
賞
次
世
代
低
公
害
大
型
自
動
車
の
開
発
日
産
デ
ィ
ー
ゼ
ル
日
野
自
動
車
な
ど
交
通
安
全
環
境
研
究
所
次
世
代
ク
リ
ー
ン
大
型
車
用
エ
ン
ジ
ン
の
開
発
７
環
境
大
臣
賞
木
質
バ
イ
オ
マ
ス
を
全
量
燃
料
に
す
る
パ
イ
ロ
コ
ー
キ
ン
グ
技
術
の
開
発
バ
イ
オ
コ
ー
ク
技
研
九
州
大
学
バ
オ
イ
燃
料
需
要
へ
の
安
価
な
供
給
７
日
本
経
済
団
体
連
合
会
会
長
賞
水
素
材
料
に
関
す
る
先
端
科
学
研
究
セ
ン
タ
ー
の
設
立
九
州
大
学
産
業
技
術
総
合
研
究
所
福
岡
県
燃
料
電
池
車
に
必
要
な
高
圧
水
素
の
技
術
情
報
な
ど
水
素
技
術
の
開
発
８
（
平
成
２２
年
度
）
内
閣
総
理
大
臣
賞
エ
ネ
フ
ァ
ー
ム
の
製
品
化
東
芝
燃
料
電
池
シ
ス
テ
ム
他
京
都
大
学
同
志
社
大
学
他
産
業
技
術
総
合
研
究
所
他
消
費
電
力
の
削
減
，
大
幅
な
コ
ス
ト
ダ
ウ
ン
を
実
現
し
た
家
庭
用
燃
料
電
池
シ
ス
テ
ム
の
開
発
８
文
部
科
学
大
臣
賞
超
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
材
料
の
開
発
東
北
大
学
産
業
技
術
総
合
研
究
所
化
学
技
術
戦
略
推
進
機
構
自
動
車
や
LE
D
な
ど
対
環
境
技
術
へ
の
波
及
効
果
８
農
林
水
産
大
臣
賞
植
物
ウ
イ
ル
ス
病
ワ
ク
チ
ン
の
開
発
微
生
物
化
学
研
究
所
宇
都
宮
大
学
京
都
府
農
林
水
産
技
術
セ
ン
タ
ー
ワ
ク
チ
ン
の
開
発
に
よ
る
人
や
環
境
へ
の
安
全
性
の
確
保
８
経
済
産
業
大
臣
賞
中
小
企
業
が
主
役
と
な
り
，
着
実
に
成
果
に
結
び
つ
け
る
産
学
官
連
携
シ
ス
テ
ム
H
oP
E
の
設
立
三
晃
化
学
北
海
道
大
学
産
学
連
携
本
部
北
海
道
工
業
試
験
場
技
術
支
援
セ
ン
タ
ー
地
域
に
よ
る
環
境
技
術
の
開
発
な
ど
産
学
官
連
携
の
架
け
橋
モ
デ
ル
の
構
築
エコイノベーションの推進に向けた産学連携
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８
環
境
大
臣
賞
少
水
量
対
応
高
効
率
地
中
熱
利
用
ヒ
ー
ト
ポ
ン
プ
シ
ス
テ
ム
の
開
発
新
日
鉄
エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ
北
海
道
大
学
北
九
州
市
立
大
学
少
水
量
化
な
ど
地
中
熱
利
用
の
効
率
向
上
，
コ
ス
ト
の
低
減
８
日
本
経
済
団
体
連
合
会
会
長
賞
電
気
絶
縁
性
と
柔
軟
性
を
両
立
さ
せ
た
超
長
寿
命
絶
縁
材
料
の
開
発
昭
和
電
工
産
業
技
術
総
合
研
究
所
電
気
製
品
の
省
エ
ネ
化
９
（
平
成
２３
年
度
）
文
部
科
学
大
臣
賞
有
効
成
分
が
可
能
な
Sa
F
E
農
薬
の
開
発
大
塚
ア
グ
リ
テ
ク
ノ
石
原
産
業
理
化
学
研
究
所
消
費
者
の
安
全
性
に
対
応
し
，
環
境
に
優
し
い
農
薬
の
開
発
９
厚
生
労
働
大
臣
賞
薬
用
植
物
の
人
工
水
耕
栽
培
シ
ス
テ
ム
の
開
発
鹿
島
建
設
千
葉
大
学
医
薬
基
盤
研
究
所
汎
用
性
の
高
い
薬
用
植
物
の
安
定
供
給
に
貢
献
９
経
済
産
業
大
臣
賞
自
動
車
の
軽
量
化
に
貢
献
す
る
エ
ン
ジ
ニ
ア
ラ
ス
テ
ィ
ッ
ク
接
着
技
術
の
開
発
デ
ン
ソ
ー
九
州
大
学
樹
脂
部
品
の
接
着
接
合
の
信
頼
性
向
上
に
よ
る
低
炭
素
社
会
へ
の
貢
献
９
経
済
産
業
大
臣
賞
粘
土
膜
材
料
の
実
用
化
ジ
ャ
パ
ン
マ
テ
ッ
ク
ス
ク
ニ
ミ
ネ
工
業
産
業
技
術
総
合
研
究
所
燃
料
電
池
用
シ
ー
ル
，
太
陽
電
池
パ
ッ
ク
シ
ー
ト
な
ど
無
機
素
材
の
開
発
と
製
品
化
９
農
林
水
産
大
臣
賞
厚
物
構
造
用
合
板
の
開
発
東
京
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環境問題への対応による具体的な効果の評価が難しく，またコスト負担
から継続的な取り組みに結びつきにくい問題がみられた。あるいは産学
連携によるエコイノベーションに向けた開発にあたっては，学術研究に
ウェイトをおき，成果をできるだけ広く普及する意識の強い大学と，自
らの事業化にウェイトをおく企業の開発活動とのミッションや研究スタ
イルの異なることから，目的の共有をはじめ，最適なパートナーの探索
や評価，相手先との交渉コストを含む調整コスト，技術の蓄積や人材の
育成問題，技術流出など開発成果の帰属問題などがあげられる。
⑴ 目的の明確化とトップのリーダーシップ
そこで，エコイノベーションの推進に向けた産学連携による研究開発
にあたっては，エコイノベーションの推進でみられたように，企業や大
学がそれぞれ何を求め，目的としているのかを明確にするとともに，具
体的にどのような成果を求め，実現したいかの方針を明確にすることが
まずは必要となる。その意味で，エコイノベーションにおいて産学連携
により開発へ取り組む場合，産学官連携による「低炭素社会に資する有
機系太陽電池の開発」プロジェクトにおいて，有機系太陽電池の早期実
用化と世界市場の獲得が目標として明示され，共有されたように，その
拠り所となる目的の設定が重要となる。とくに企業の場合，自社が何を
したいかの目的をまずは明確にすることで，これまでの産学連携におけ
る大学の研究成果に合わせて製品化するのではなく，自社の開発アイデ
アや目的に沿った取り組みが可能となる。その意味で，企業自らの求め
る環境技術や研究分野を社会に公開し，大学等からエコイノベーション
に向けた研究テーマを募集する「研究公募」の方法などは，まさに企業
の目的に沿った取り組みを可能とする産学連携による有効な開発方法と
なろう。
またエコイノベーションに向けて産学連携により開発に取り組む場合，
連携当初から，例えばトップの意思としてあるいは会社方針の下でオー
エコイノベーションの推進に向けた産学連携
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プンイノベーションへ取り組んでいる東レにみられるように４６），企業の
経営者や大学・研究機関のトップが目標をミッションとして戦略や方針
へ反映するトップの役割ないしリーダーシップの発揮が重要となる。と
いうのも産学連携による開発を通してエコイノベーションを実現するに
は，リーダーシップを発揮するトップ自らが，エコイノベーションに対
する意欲や熱意をもち，「これを世に出し，実現したら社会の役に立つ
のだ」という開発活動による社会的意義に対する信念を持ち，それをメ
ンバーの間で共有して推進していくことが重要だからである。その意味
で，コスト負担や作業負荷の増大に繋がるエコイノベーションの推進に
向けた産学連携による取り組みに対しては，経営トップによる強い信念
やリーダーシップの発揮が不可欠となる。
⑵ 研究テーマの策定
オープンイノベーションの開発領域でみたように，事業への貢献度の
高い技術開発については自社開発を中心に行う一方で，中長期の観点か
ら必要性の高いと考えられる技術開発については，とくに先端知識が大
学等の研究機関に存在する基礎ないし実証研究の分野では，産学連携に
より社外の知識を応用し，効率的に製品化や事業化へつなげていくため
の開発テーマの策定のあり方が重要な課題となってくる。なかでも中長
期の視点からエコ関連の技術開発力を強化し，あるいは種探しのために
産学連携をとる場合，関心ある研究リソースを保有する大学の研究者へ
アプローチし，自社の目指す環境技術や事業分野へどのように活かせる
かの方針や方向性などについて十分に議論し，共有した上で，共同で取
り組める研究テーマを策定することが重要となる４７）。
例えば，「TAMAイノベーションネットワーク」での環境技術の交流
４６）東レ研究・技術開発の方針，http:／／www.toray.co.jp／technology／policy／index.
html.
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会やコーディネーター活動による事前のニーズの把握や検討を通して，
実際に事業化できる研究テーマを発掘，策定しているケースがあげられ
る。同ネットワークでは，産学官連携を通して快適環境をはじめ，低炭
素環境や安全環境の実現といった都市空間としての環境問題を解決
し，１０年後に地域内で環境貢献に取り組む企業の割合を９０％以上にする
ことを目標に掲げ，環境配慮型の技術や製品の開発に取り組まれている。
この取り組みは，交流会やコーディネート活動において官（東京都）が
都市における社会的課題を提示し，それに対して産（TAMA協会）が
学の協力を得ながら解決を図るとともに，産からもニーズを吸い上げて
都市問題の解決を図るという参加者による十分な議論を踏まえて研究
テーマが策定されている。
あるいは東京大学産学連携本部で運営されるProprius２１のプログラム
の中で，例えばパナソニックとの「生活支援ロボット」の共同研究のテー
マも，産学双方の十分な議論に基づいて策定されている。同プロジェク
トは，社会的課題の解決として人や環境に対応し，生活の質の向上を目
指す企業サイドの事業ニーズに基づき，生活支援ロボットを開発するた
めのコンセプトをはじめ，デバイス，情報処理技術や統合技術などの研
究テーマを広く学内から募り，企業ニーズにマッチする提案について約
４か月かけて議論を重ねた末，３テーマの研究計画に合意し，総額１億
円を超える共同研究が２００５年から開始されている４８）。
いずれにしてもエコイノベーションに向けた産学連携での研究テーマ
４７）産学連携の重点テーマについては，「特に決まった重点テーマはなく，その都
度，個別案件ごとに対応している」（１５件）が最も多いが，それに次いで「産
学連携機関としての重点テーマを決めている」（７件），「大学としての重点
テーマがあり，その方針に沿っている」（５件）の順になっており，産学連携
に関する重点テーマについては，その都度策定されるケースもあるが，ある
程度策定されたテーマに沿っている状況となっている。日本機械工業連合会
『関西地域中堅・中小機械工業の産学連携推進調査・研究』２０１２年３月，２２
頁。
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の策定にあたって，企業は将来のエコビジネスの展開に対する基本理念
や戦略を明確にした上で，産学連携による開発テーマを産学双方での十
分な議論に基づいて策定していくことが重要となる。
⑶ 産学連携の評価と技術蓄積
エコイノベーションに向けて産学連携により開発へ取り組む場合，社
外から科学的知識を導入し，アウトソーシングに依存し過ぎることで，
企業にとって当該開発領域での継続的な研究成果の蓄積や研究技術者の
育成が懸念される。そのため社外に活用すべき魅力的な研究リソースが
あっても，既存の自社開発を優先するなど産学連携に消極的な姿勢のと
られる問題も考えられる。これは，一つにエコイノベーションに向けて
産学連携を通していかにスピーディに，ないしコスト合理的に開発成果
を産出し，獲得する意義を評価するかが重要な課題となることを示唆し
ている。
そこで，環境問題などの社会的課題を解決する上で，自社開発と比べ
て開発時間を短縮し，開発費を削減し，開発リスクを軽減するなど，な
かでも産学連携による環境効率などの評価を踏まえた総合的な費用対効
果の評価が必要となる。また技術革新のスピードが速く，社会のニーズ
も絶えず変化していることから，研究開発の進捗状況や社会的課題の変
化を踏まえながら，研究成果の活用の視点から，大学のみならず企業関
係者の評価を十分に勘案するよう産学双方の中間評価を通して開発成果
の目標や実施計画の見直しも必要となろう。
さらに産学連携による技術蓄積や研究技術者の育成問題に対しても，
産学連携による開発活動において単なる研究情報や研究成果の一方的な
４８）TAMAイノベーションネットワークについては，関東経済産業局『地域中核
産学官連携拠点の形成に向けて』２０１０年３月，６～７頁，Proprius２１でのパ
ナソニックについては，東京大学産学連携推進本部『Proprius２１ 価値創造
型共同研究の創出』，１４頁を参照。
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移転に終始するのではなく，明確な役割分担に基づく現実の研究開発を
通して技術蓄積や研究技術者の育成を図っていくことが必要となろう。
例えば，社会的課題としての健康問題に対して三菱重工業㈱，京都大学
及び㈶先端医療振興財団による治療効果を高める一方で，放射線障害を
極力回避する「高精度がん放射線治療装置」を開発，実用化した産学連
携のケースでは，自由な発想で工学的ものづくりを進める三菱重工業㈱
と，放射線治療に対する高い医療的知見を有する京都大学及び㈶先端医
療振興財団それぞれの得意とする分野を単に分担するだけでなく，大学
から企業への出向や企業側からの研究生の派遣など専門分野の異なる人
材を相互に交流させ，頻繁に打ち合わせて開発を行っている。その結果，
実用化の実現はもとより，それぞれの技術開発のノウハウが学習され，
技術成果が蓄積されている。
またエコイノベーションに関連する研究者や研究設備のある大学内に
企業の研究施設を設置する大学ラボ，あるいは自動車・電池メーカーや
大学・研究機関等の研究員が常駐し，リチウムイオン蓄電池の信頼性の
飛躍的な向上と革新型蓄電池の実現に向けた最先端の研究開発を集中し
て行う「NEDO革新蓄電池開発センター」を京都大学内に設立して共同
研究を実施しているケース４９）や，「低炭素社会に資する有機系太陽電池」
の開発プロジェクトでは，研究現場に密着した研究開発マネジメントを
行うためNEDOの職員が東京大学先端科学技術研究センターに常駐し，
かつ研究を加速するために産官学の研究者が結集する集中研究室を設置
するなど，エコイノベーションに向けて産学の緊密な連携の下で研究開
４９）高精度がん放射線治療装置の開発については，第７回産学官連携功労者表彰，
革新型蓄電池の開発については，新エネルギー・産業技術総合開発機構『Fo-
cus NEDO』３８号，２０１０年８月，５頁，革新蓄電池研究拠点，www.rising.saci.
kyoto-u.ac.jp. 新エネルギー・産業技術総合開発機構プレスリリース，２０１０年
６月２９日を参照。
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発を実施する場の整備も，研究成果の蓄積や研究技術者の育成にとって
有効な方策として期待されよう。
⑷ 産学交流
エコイノベーションに向けた産学連携による開発にあたっては，エコ
ビジネスの目的や研究テーマに適した大学や研究者を見つけ，アプロー
チすることが重要な課題となる５０）。この産学のマッチングの問題に対し
て重要な要素となる双方の情報受発信に関して，大学の研究活動や研究
成果の情報は，ホームページや学会発表などに限らず，産学交流会など
様々の形を通して行われ，大学からの情報は従来に比べて比較的入手し
やすい環境にある。確かに大学での技術シーズのデータベースは整備さ
れてはいるが，その多くが依然として学内や地域限定にとどまり，マッ
チングすべき技術シーズやニーズ情報の流通は必ずしも十分でない。ま
た産学連携に関心を持ち，自らの研究が世に役立ってほしいと考えてい
る大学の研究者は増えているが，企業がエコビジネスで何を志向し，ど
ういった技術シーズを求めているのかが把握しづらい。その結果，大学
の研究成果が市場ニーズに合致せず，産業界で活用されないケースも少
なくない。他方で，企業としても事業への応用展開の可能なエコイノ
ベーションに向けてより本質的な原理を踏まえた研究成果が求められる
中で，企業のエコビジネスの根幹に触れる開発ニーズの情報の多くは，
簡単にデータベース化して広く社会に発信させることができない５１）。
そうした中で，より適切に大学等の研究者を見い出す手段として，ま
た大学サイドでも企業の求めている開発ニーズを認識し，研究テーマの
５０）大学と産業界でどのような接点があるかについては，「企業からの問合せへの
対応」（２８件），「企業からの相談への対応」（２８件），「大学研究者の具体的な
紹介」（２７件），「冊子配布等による大学研究者情報の提供」（２５件）など産学
双方からのアプローチがとられている。日本機械工業連合会，前掲調査研究，
１６頁。
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より適切な策定に役立つ組織的な取り組みとして，例えば産学共同研究
の課題を効率的に解決すべく大学の研究シーズと企業の事業ニーズを組
織的な取り組みの中でマッチングさせる東京大学産学連携本部のPro-
prius２１のケースがあげられる５２）。Proprius２１は，従来の企業の技術者と
大学の教員との個人的な交流関係に基づく個別の関係から出発するので
はなく，潜在的な企業の事業ニーズと大学の研究ニーズをそれぞれの組
織が明確にした上で適切にマッチングすることで，効果的な知の社会還
元に結びつく共同研究を生み出そうとするプログラムである。研究者と
マネジャーの双方の立場で豊富な事業経験を有するプログラム・オフィ
サーと呼ばれる専門家によって運営されるProprius２１は，まずは産学が
出会ってオープンな意見交換を促進する「プラザ活動」と呼ばれる段階
から始まる。次いで，契約締結後，秘密保持契約の下で最適な研究テー
マを絞り込み，最適な大学の研究者とのマッチングを行う「個別活動」
の段階を経て，産学双方の共同研究プロジェクトの参加者とプログラ
ム・オフィサーが一堂に会して個別の共同研究計画を作成する「スロッ
ト活動」の段階に至る。こうした３つの段階から構成されるProprius２１
では，幅広い領域にまたがる企業の潜在的なニーズに対して異なる学問
５１）産学連携への取り組みによる課題について，東京商工会議所による産学連携
を実施していない理由として，「興味はあるがきっかけがない」の４０．９％や「興
味はあるが連携相手の見つけ方が分からない」の３３．１％の調査結果にみられ
るように，産学連携への取り組みに対する産学双方のマッチングが十分でな
いという問題が窺われる。東京商工会議所『中堅・中小製造業における産学
連携の取組状況に関するアンケート』２００５年１２月，５～１６頁。また産学連携
におけるマッチング問題への対応については，松田裕之「産学連携における
全国的マッチングの必要性」『NRIパブリックマネジメントレビュー』Vol.９０，
January２０１１，１～８頁を参照。
５２）東京大学産学連携推進本部のProprius２１については，東京大学産学連携推進
本部『Proprius２１ 価値創造型共同研究の創出』，岩田拓真ほか「産学連携共
同研究の創出過程の分析」『研究 技術 計画』Vol.２５，№３／４，２０１０年，３４２
～３５１頁を参照。
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分野や組織に潜在する大学の研究リソースをより効率的にマッチングさ
せることが可能となろう。
あるいは産学のマッチングの手法として，日常的な産学交流活動も有
効となろう。例えば，北海道中小企業家同友会と北海道大学との連携を
基に，北海道の産学官連携組織として２００１年に設立されたHoPE（Hok-
kaido Platform Entrance）の産学交流活動のケースがあげられる。
HoPEでは，毎月開催している「環境・健康」，「バイオ・食品」，「生活
基盤・工学」などの定例会と１３の専門分野からなる研究会などの産学交
流活動を通して，産・学・官の出会いから研究シーズと企業ニーズの
マッチングを行い，地元中小企業との共同研究による環境技術を含めた
新製品の開発や新事業の創出が行われている５３）。
いずれにしてもエコイノベーションに向けた産学連携による開発にあ
たっては，エコイノベーションの開発成果が受容される市場ニーズやそ
れらを実現する技術シーズのマッチングを図るため産学双方で情報の収
集や発信を図ることが不可欠となろう。その上で，企業自らが積極的に
連携先の大学に対してエコビジネスの目的や技術上の課題などを明確に
し，情報を発信するなどの積極的なアプローチが必要となる。他方で，
大学サイドでもエコイノベーションに係る研究情報を積極的に発信する
など企業への参加を呼びかける産学交流活動が必要となる。
６ おわりに
日本経済の長期低迷が続く中で，社会的課題として地球温暖化や資源
枯渇など地球規模での環境問題が顕在化している。こうした課題に対し
て，環境保全と経済成長の両立する持続発展可能な社会を構築していく
５３）HoPE（北海道中小企業家同友会産学官連携研究会），www.hokkaido.doyu.jp／
hope.
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サステイナブル経営が注目されていた。サステイナブル経営の中で，と
くに環境・エネルギー・資源問題に対応し，自然環境との共生を図って
いく環境経営は，企業自らのコスト負担を伴う社会的責任としての受動
的な対応から，今や新たな企業価値の創出など企業競争力を向上してい
く戦略的な対応として取り組まれていた。
また環境に配慮した製品や生産システムの開発により市場の開拓や地
域活性化など社会構造の変革を伴うエコイノベーションを推進するには，
中長期の視点にたったエコビジネスに対する目的を明確にした上で，環
境に配慮したエコ製品や環境技術の開発戦略を策定し，開発を進めてい
くことが必要となる。しかもエコイノベーションに向けた技術開発にお
いては，コスト・ベネフィットの経済性はもとより，社会全体の環境負
荷の軽減など社会性を両立させる技術開発が必要となる。さらに要素技
術や社会システムに係る環境技術の開発では，自然環境に係る異分野の
情報や広範な科学技術的知識を社内外の視点から広範に活用するオープ
ンイノベーションのビジネスモデルに沿って開発していくことが必要と
なっていた。また近年，大学等の研究機関で研究成果の社会還元を果す
べく意識が高まるなど産学連携を進めやすい環境となっていた。その中
で，エコイノベーションに向けて効率的に新製品や新技術を開発してい
く上で，大学等と連携し，高度な科学技術的知識を有効に活用し，技術
ベースを拡充していく産学連携が注目されていた。
環境配慮型製品など経済性と社会性の両立が求められるエコイノベー
ションに向けた研究開発においてとられる産学連携では，広範な科学技
術的知識の活用をはじめ，迅速かつコスト低減など効率的に開発を進め
ていく点でその意義がみられた。ただしエコイノベーションに向けた産
学連携による研究開発にあたっては，学術的な研究活動にウェイトをお
く大学と製品開発による経済的な収益を追求する企業では，研究開発の
理念やスタイルが異なっていた。
エコイノベーションの推進に向けた産学連携
８０ （６２８）
そのため，エコイノベーションに向けた研究開発に対するビジョンや
方針，目的をそれぞれが明確にし，かつオープンイノベーションとして
の産学連携で取り組む意義を評価した上で，研究開発の戦略やテーマを
策定し，強力なリーダーシップの下でそれらをメンバーの間で共有する
ことが必要であった。また産学のマッチングの課題に対しては，大学で
のエコイノベーションに係る研究成果や情報を積極的に発信するととも
に，企業サイドでのニーズ情報の周知を図る産学交流活動が求められて
いた。さらに明確な役割分担に基づく産学連携の開発活動を通して多様
な情報に触れることで，産学双方に共通する問題意識を醸成し，共有し
た上で，開発活動に対する信頼関係を築くことが，産学連携によるエコ
イノベーションの推進に向けた開発活動の成否に結びつくものとなろう。
（２０１３年１０月７日受理）
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Summary
The Industry-University Cooperation towards the Promotion
of the Eco-Innovation
Hideto NAKAHARA
The promotion of the eco-innovation which resolves the issues of
the global environment and contributes to the sustainable social devel-
opment is required currently.
In this paper, I research the significances, subjects and management,
focusing on the development by the industry-university cooperation
towards the promotion of the eco-innovation.
In the industry-university cooperation towards the development of
the eco-innovation, I observed the significances of the utiliying the sci-
entific and technical knowledges, cutting the development costs, devel-
oping quickly and pursuing the efficiency of the development.
Upon the research and development by the industry-university co-
operation towards the eco-innovation, to make the policy, vision, and
purpose clear, to share with them among members under the strong
leadership were required. In addition to match between industry and
university, the industry-university exchange activities, such as the in-
formation and research results related to the eco-innovation were re-
quired.
Summary
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